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（（（（訂正訂正訂正訂正）「）「）「）「平成平成平成平成 23232323 年年年年３３３３月期月期月期月期    決算短信決算短信決算短信決算短信[[[[日本基準日本基準日本基準日本基準]]]]（（（（連結連結連結連結））））」」」」のののの一部訂正一部訂正一部訂正一部訂正についてについてについてについて    

 

平成 23 年５月９日付「平成 23年３月期 決算短信[日本基準]（連結）」について訂正があ

りましたのでお知らせいたします。 

 

１． 訂正の経緯  

訂正の経緯につきましては、平成 25 年 10 月 25 日付「不適切な会計処理が行われていた

可能性についてのお知らせ」および平成 25年 11 月 5 日付「社内調査委員会の調査報告書の

受領及び当社の対応について」にて開示しておりますので、ご参照ください。 

２． 訂正内容  

訂正箇所には下線を付して表示しております。  

 

 

以上 



【訂正後】

（百万円未満切捨て）

１．平成23年３月期の連結業績（平成22年４月１日～平成23年３月31日）

（注） 包括利益 23年３月期 百万円（ ％） 22年３月期 百万円（ ％）

（参考） 持分法投資損益 23年３月期 百万円 22年３月期 百万円

（参考） 自己資本 23年３月期 百万円 22年３月期 百万円

２．配当の状況

３．平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日）

平成23年３月期 決算短信[日本基準]（連結）
平成23年５月９日

上場会社名 株式会社雪国まいたけ 上場取引所 東

コード番号 １３７８ URL  http://www.maitake.co.jp/

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名)  大平喜信
問合せ先責任者 (役職名) 取締役兼執行役員管理本部長 (氏名)  山本忠義 ＴＥＬ 025－778－0111
定時株主総会開催予定日 平成23年６月29日 配当支払開始予定日 平成23年６月30日
有価証券報告書提出予定日 平成23年６月30日
決算補足説明資料作成の有無 ： 無
決算説明会開催の有無 ： 無

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期 26,520 1.5 1,490 △44.8 907 △54.8 692 △39.5
22年３月期 26,140 2.0 2,701 107.6 2,005 273.6 1,143 706.1

863 △37.1 1,387 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総 資 産
経常利益率

売 上 高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年３月期 18 88 18 77 11.8 2.6 5.6
22年３月期 32 18 0232 21.7 6.4 10.3

－ －

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期 38,001 5,917 14.9 156.86

22年３月期 32,083 6,318 19.0 162.80

5,678 6,094

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年３月期 657 △2,948 2,733 2,344
22年３月期 3,434 △979 △1,597 1,969

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当率

（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年３月期 － － 0  00 － － 10  00 10  00 374 31.1 5.2
23年３月期 － － 0 00 － － 10  00 10  00 361 52.3 5.2

24年３月期（予想） － － 0 00 － － 10  00 10  00 23.6

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 13,000 14.1 △1,500 － △1,850 － △950 － △25.92
通 期 35,000 32.0 3,000 101.5 2,300 154.0 1,550 122.1 42.29



４．その他

新規 １社 （社名）長春雪国高榕生物技術有限公司 、除外 １社 （社名）上海雪国高榕生物技術有限公司

(2）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

(3）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．平成23年３月期の個別業績（平成22年４月１日～平成23年３月31日）

（参考） 自己資本 23年３月期 百万円 22年３月期 百万円

２．平成24年３月期の個別業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日）

※ 監査手続の実施状況に関する表示
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関す
る分析」をご覧ください。

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） : 有

① 会計基準等の改正に伴う変更 : 有
② ①以外の変更 : 無

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年３月期 株38,890,375 22年３月期 株38,890,375

② 期末自己株式数 23年３月期 株2,691,813 22年３月期 株1,454,433
③ 期中平均株式数 23年３月期 株36,653,055 22年３月期 株35,525,686

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期 24,668 1.1 710 △67.4 304 △81.9 310 △69.0

22年３月期 24,402 1.2 2,181 121.5 1,677 315.9 1,002 403.9

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

23年３月期 8.48 8.43

22年３月期 28.21 28.07

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期 36,143 6,542 17.9 179.08

22年３月期 30,550 7,308 23.8 194.30

6,482 7,273

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 12,500 18.3 △2,130 － △1,280 － △34.92

通 期 33,000 33.8 1,600 427.4 950 197.4 25.92
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（１）経営成績に関する分析

①当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度における経済情勢は、政府による景気刺激策や中国をはじめとする新興国の景気拡大が下支えと

なり、緩やかな景気回復基調が認められましたが、秋以降の円高の進行や景気刺激策の打ち切りなどがその回復基

調に水をさし、更には東日本大震災がもたらした甚大な影響は、日本経済を停滞させることが必至であり、一転し

て先行き不透明な状況となりました。

このような状況の中、当社グループは、2010年度から2012年度までの中期経営計画を策定し、既存事業の効率化

と新たな事業領域の開拓を基軸とし更なる成長に向けて取り組んでまいりました。国内事業におきましては、茸市

場のシェアアップを目的として、ぶなしめじの既存工場の生産設備を一新し、生産効率を高め生産量の倍増に向け

た設備投資を行いました。また、平成21年11月より販売を開始しました加熱調理用カット野菜「雪国やさい革命」

シリーズは、発売開始と共に高い評判を得て、当連結会計年度におきましても順調に拡販を続け、需要に応えるた

めの生産能力の増強に取り組んでまいりました。一方国外事業におきましては、中国の施設栽培茸に対する需要は

高く、その旺盛な需要に応えるべく吉林省長春市の現地法人のえのき茸の増産や新規工場の建設など中国茸事業の

推進に取り組んでまいりました。

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高は265億20百万円（前期比1.5％増）となりましたが、ぶなしめじ増

産に伴う初期コストの負担や生産設備の入替え・調整に伴う人件費の増加と生産効率の低下などによる製造原価の

増加と販売体制強化及び成長戦略実現に向けた人材の獲得による人件費増加などにより営業利益は14億90百万円

（前期比44.8％減）、経常利益は９億７百万円（前期比54.8％減）、当期純利益は６億92百万円（前期比39.5％

減）となりました。

②事業別売上高

１．経営成績

事 業 の 種 類 金額（百万円） 前期比（％）

ま い た け 10,828 104.7

え り ん ぎ 4,071 91.2

ぶ な し め じ 4,513 82.3

そ の 他 生 茸 935 101.9

生 茸 計 20,348 95.9

加 工 食 品 996 104.3

茸 事 業 計 21,344 96.3

も や し ・ カ ッ ト 野 菜 事 業 3,158 173.6

そ の 他 食 品 事 業 1,163 84.4

食 品 事 業 計 25,667 101.2

そ の 他 の 事 業 853 109.9

合 計 26,520 101.5



〔茸事業〕

国内の生茸の販売は、第２四半期までは堅調に推移したものの需要期となる秋以降において、猛暑の影響で不足

気味だった野菜の流通量が増加し、相場が下落する中で茸の販売価格もそれに引きずられる形となり、消費動向

も、依然として根強い節約志向から価格訴求が強まる厳しい販売環境となりました。

その様な環境の中で、当社グループでは国内茸市場のシェアアップを目指し、ぶなしめじの増産に取り組むと共

に、営業体制の強化も図ってまいりました。まいたけにつきましては、健康機能性への注目の高まりが需要を押し

上げる効果となり、売上高は108億28百万円（前期比4.7％増）となりました。えりんぎは、一時的な品質低下の影

響から供給量が減少し需要に十分応えることができなかったことで、売上高は40億71百万円（前期比8.8％減）と

なりました。ぶなしめじは、五泉バイオセンター（新潟県五泉市）の一部と第５バイオセンター（新潟県南魚沼

市）において増産に向けた生産設備の入替えを順次進め、第３四半期より、新商品「雪国しめじ」の販売を開始い

たしました。しかし前述のとおり、新菌・新設備導入に伴い一時的に生産能力及び効率が低下したことに加え、茸

品質の安定化にも想定以上に時間を要したことなどで、予定の生産量が確保できず売上高は45億13百万円（前期比

17.7％減）となりました。また、コスト面におきましても、設備投資のコスト増加と新設備導入・調整に伴う人件

費の増加、生産効率の低下などが利益を圧迫する要因となりました。

一方、国外の生茸につきましては、中国で生産・販売するえのき茸は、施設栽培茸に対する旺盛な需要から販売

は堅調に推移しており、それを受けて吉林省長春市の工場では増産を行いフル生産体制での稼動となりました。ま

た、今後の施設栽培茸のマーケット拡大を睨み、上海市と四川省都江堰市においてそれぞれ合弁事業による新工場

建設を進めており、四川省の工場は2011年３月より生産を開始し、上海市の工場は2011年５月より生産を開始する

予定であります。なお、当連結会計年度におきまして、中国における合弁会社の持分異動を行い、第３四半期に上

海雪国高榕生物技術有限公司の出資持分全部を譲渡したため連結の範囲から除外、また、長春雪国高榕生物技術有

限公司の出資持分70％を取得したことにより連結子会社といたしました。その結果、中国での生茸の売上高は９億

35百万円（前期比1.9％増）となりました。

加工食品は、水煮の販売及び冷凍まいたけ天ぷらの販売が好調だったことから売上高は９億96百万円（前期比

4.3％増）となりました。

以上により茸事業の売上高は213億44百万円（前期比3.7％減）となりました。

〔もやし・カット野菜事業〕

カット野菜につきましては、平成21年11月の発売開始以来、順調に売上を伸ばしており、当社グループの「雪国

やさい革命」シリーズのカット野菜の好調な売れ行きは、これまで品揃え商品のイメージが強かったカット野菜商

品の常識を覆し、競合メーカーも続々と新商品を発売し、小売店においてもカット野菜の売場を拡大するなどの大

きな変化をもたらしました。当社グループでは、シリーズ第４弾、第５弾の新商品を発売するなど商品ラインアッ

プの充実を図ると共に、西日本エリアからの需要に応えるべく平成23年１月より滋賀県においてカット野菜パッケ

ージセンターの稼動を開始し、一層の拡販に取り組んでまいりました。その結果カット野菜の売上高は16億38百万

円（前期比401.5％増）と大幅な増収となりました。

もやしにつきましては、カット野菜の販売と連動して拡販に取り組んだ結果、売上高は15億20百万円（前期比

1.9％増）となり、カット野菜向けのもやしの生産量増加などにより操業度がアップしたことで製造コストの低減

が実現し、利益面での大幅な改善が図られました。



〔その他食品事業・その他の事業〕

その他食品事業においては、健康食品や納豆の販売はいずれも前年同期を上回る実績となり、仕入商品などの取

引も増収となる一方で、前連結会計年度まで販売を行っていました「はたけしめじ」「本しめじ」の販売を中止し

たことにより、その他食品事業の売上高は11億63百万円（前期比15.6％減）となりました。

その他の事業につきましては、石油類販売事業において、原油価格の高騰による販売価格の上昇などにより、そ

の他の事業の売上高は８億53百万円（前期比9.9％増）となりました。

③次期の見通し

今後の国内経済の見通しにつきましては、東日本大震災が与える影響は甚大でその景気に及ぼす影響は計り知れ

ず、また、食品業界におきましては、福島県の原子力発電所の事故による放射能漏れが及ぼす農産物の汚染被害と

それに伴う風評被害の影響も深刻な問題であり、先行きの見通しが困難な状況となっております。

当社グループは、こうした環境下、中期経営計画に掲げる「きのこ市場のシェアアップ」「海外事業の積極推

進」「新規事業の推進：カット野菜市場の創造と循環型農業団地構想の事業構築」に向けて引続きグループ総力を

挙げて取り組んでまいります。

「きのこ市場のシェアアップ」としては、ぶなしめじ増産体制を早期に軌道に乗せると共に、需要期に向けた販

売拡大のための営業戦略を展開してまいります。「海外事業の積極推進」としては、好調な中国における茸事業の

展開を更に加速し、中国における茸メーカーとしての基盤を早期に固めると共に、米国での工場建設にも着手して

まいります。「新規事業の推進：カット野菜市場の創造と循環型農業団地構想の事業構築」としては、当社グルー

プが供給するカット野菜の利便性、安全性の訴求に取り組み、一層の市場の拡大を図ってまいります。また、既に

実験を開始しております野菜の露地栽培についても実験段階から本格的な事業化へのシフトを早期に実現させ、よ

り効率的で安全な野菜の栽培を通じてカット野菜のコストダウンに繋げることで、消費者にとってより価値の高い

商品作りに取り組んでまいります。また、もやし事業におきましては、近年の中国産原料豆の高騰を受けて、バン

グラディシュにおいて緑豆生産を目的とした現地法人を設立中であり、既に実験栽培を開始しておりますが、早期

に本格的な栽培に移行することで、安定的な産地を形成し、安全かつ安価な商品の供給体制を構築してまいりま

す。

以上のような取り組みを通じて、当社グループの次期の連結業績予想は、売上高350億円（前期比32.0％増）、

営業利益30億円（前期比101.2％増）、経常利益23億円（前期比153.6％増）、当期純利益15億50百万円（前期比

124.0％増）を見込んでおります。



（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べて18.4％増加し380億１百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて24.6％増加し91億15百万円となりました。これは主に、現金及び預金が

２億91百万円、商品及び製品が１億43百万円及び仕掛品が９億83百万円増加したこと等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて16.6％増加し288億33百万円となりました。これは主に、しめじ等の生

産能力増強を目的とした設備投資による有形固定資産が36億90百万円増加したこと等によるものであります。

負債の部では、流動負債が、前連結会計年度末に比べて12.3％増加し148億82百万円となりました。これは主

に、短期借入金が３億88百万円、未払法人税等が６億78百万円減少しましたが、未払金が９億79百万円、流動負債

の「その他」に含まれる設備支払手形が17億50百万円増加したこと等によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて37.5％増加し172億１百万円となりました。これは主に、長期借入金が

45億79百万円増加したこと等によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて6.3％減少し59億17百万円となりました。これは主に、利益剰余金が

２億72百万円増加したものの、自己株式７億４百万円の増加等によるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比較して３億75百万円増加し、

23億44百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは６億57百万円の収入（前連結会計年度比80.9％

減）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益９億86百万円（前連結会計年度比50.8％減）、減価償却

費及びその他の償却費17億96百万円（前連結会計年度比33.0％増）、たな卸資産の増加額12億50百万円（前連結会

計年度は93百万円の増加）及び法人税等の支払により８億28百万円（前連結会計年度比689.2％増）を支出したこ

と等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは29億48百万円の支出（前連結会計年度比200.9％

増）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出25億45百万円（前連結会計年度比396.3％増）等

によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは27億33百万円の収入（前連結会計年度は15億97百

万円の支出）となりました。これは主に、長期借入れによる収入94億６百万円（前連結会計年度比143.9％増）、

長期借入金の返済による支出48億74百万円（前連結会計年度比12.8％減）、自己株式の取得による支出９億97百万

円（前連結会計年度比277.8％増）及び配当金の支払額３億74百万円（25.4％増）等によるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

(注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

(注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

(注４)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率                (％) 16.8 16.3 14.6 19.0 14.9

時価ベースの自己資本比率    (％) 42.6 33.4 32.2 53.1 49.2

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率              (年)
29.2 13.0 11.5 6.1 38.3

インタレスト・カバレッジ・

レシオ                      (倍)
1.4 2.8 3.2 5.9 1.3



（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付け、安定的かつ継続的な配当を基本方針と

しており、当期の配当金につきましては、1株当り10円の配当を予定しております。

内部留保金につきましては、既存の生産能力増強と中長期事業戦略の展開に必要な設備投資、研究開発投資に資

金を効率的に投下し、業績の向上に努めてまいります。

（４）事業等のリスク

最近の有価証券報告書（平成22年６月30日提出）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。



当社グループは、株式会社雪国まいたけ（当社）と子会社10社及び関連会社４社で構成され、まいたけ・えりんぎ・

ぶなしめじの生産販売を主な事業とし、更に加工食品の製造販売、石油類の販売等を事業としております。

当社グループの事業内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

以上の当社グループの状況について、事業の系統図を示すと次のとおりであります。

２．企業集団の状況

事業部門 事 業 内 容

茸事業

まいたけ・えりんぎ・ぶなしめじは、当社が生産及び販売を行い、培地主原料は子会

社の株式会社トミオカ、培地副原料は子会社の有限会社今町興産が製造しておりま

す。なお、販売の一部は子会社ユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカが行

っております。えのき茸は子会社長春雪国高榕生物技術有限公司が製造、販売してお

ります。

また、まいたけ・えりんぎ・ぶなしめじの加工食品は当社が販売し、子会社の株式会

社トータク及び青島東冷食品有限公司が冷凍加工食品等を製造しております。

もやし・カット野菜事業
カット野菜、もやしについては、主に、子会社の株式会社雪国バイオフーズが製造

し、当社が販売しております。

その他の事業

主要な商製品のうち、納豆、健康食品につきましては、当社が製造、販売しておりま

す。農産物につきましては、当社が仕入販売しております。

石油類販売は、子会社の株式会社雪国商事が販売しております。



関係会社の状況

(注)１ 上記子会社のうち、㈱雪国バイオフーズ、㈱トータク、長春雪国高榕生物技術有限公司、ユキグニマイタケマ

ニュファクチャリングコーポレーションオブアメリカは特定子会社であります。

２ ㈲今町興産は、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が100％の議決権を有しております。( )内は間接所有割合

で内数。

３ ㈱雪国バイオフーズは、当社が93.60％、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が6.40％の議決権を有しておりま

す。

４ ㈱トータクは、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が0.36％の議決権を有しております。( )内は間接所有割合

で内数。

５ 当連結会計年度より、長春雪国高榕生物技術有限公司の出資持分70％を取得し子会社といたしました。

名称 住所
資本金又は

出資金

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(連結子会社)

㈱雪国商事 新潟県南魚沼市 百万円10
その他の

事業
100.00 －

燃料油等の購入

製品の販売

役員の兼任あり

債務保証あり

㈲今町興産 (注)2 新潟県南魚沼市 百万円3 茸事業
100.00

 (100.00)
－ 原材料仕入

㈱雪国バイオフーズ

            (注)1,3

新潟県南魚沼市 百万円495
茸事業

100.00

   (6.40)
－

もやし、カット野菜の委託

役員の兼任あり

資金援助及び債務保証あり

㈱トータク   (注)1,4 東京都中央区 百万円241 茸事業
99.32

   (0.36)
－

製品の加工委託

債務保証あり

長春雪国高榕生物

技術有限公司 (注)1,5

中華人民共和国

吉林省
人民元30,000,000 茸事業 70.00 －

役員の兼任あり

債務保証あり

青島東冷食品有限公司
中華人民共和国

青島市
米ドル600,000 茸事業

100.00

 (100.00)
－ 製品の加工委託

ユキグニマイタケ

コーポレーション

オブアメリカ

アメリカ合衆国

デラウェア州
米ドル600,000 茸事業 100.00 －

当社製品販売等

役員の兼任あり

資金援助あり

ユキグニマイタケマ

ニュファクチャリン

グコーポレーション

オブアメリカ (注)1

アメリカ合衆国

デラウェア州
米ドル1,500,000 茸事業 100.00 －

役員の兼任あり

資金援助あり



（１）会社の経営の基本方針

会社グループは、「食品の生産・販売事業を通じ、健康によい高品質な食品を社会に提供し、国民生活の充実と

食文化の繁栄に貢献する」ことを基本理念として掲げ、茸事業やもやし・カット野菜事業を核とした企業活動を通

じて、株主、顧客、社員及び地域社会に貢献すると共に、企業価値の向上を目指してまいります。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、2010年度から2012年度までの３年間を対象期間とする中期経営計画を策定し、その達成に向け

てグループ総力を挙げて取り組んでおります。

しかしながら、2011年３月期の業績目標は達成することができず、2012年３月期の業績目標につきましても、現

時点ではその達成が困難な状況にあります。これを受けて当社グループでは、目標を達成する上での諸課題につい

て対策を講じていくと共に、中期経営計画の見直しを進めており、その内容につきましては決定次第お知らせする

予定であります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループを取り巻く経営環境は、デフレの進行、少子高齢化、環境対策強化等企業にとって厳しい環境が見

込まれております。その中で、当社グループは、国内で培った“技術力”“マーケティング力”“ブランド力”を

結集し、更なる成長を目指し、新たなビジネスモデルの構築とグローバルな事業展開に挑戦し、中期的な経営目標

の達成に向けて取り組んでまいります。

３．経営方針



４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,087 2,379

受取手形及び売掛金 1,577 1,661

商品及び製品 1,015 1,158

仕掛品 1,457 2,441

原材料及び貯蔵品 528 616

繰延税金資産 299 357

その他 350 501

貸倒引当金 △3 △1

流動資産合計 7,314 9,115

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 28,468 29,096

減価償却累計額 △15,361 △16,136

建物及び構築物（純額） 13,106 12,960

機械装置及び運搬具 4,364 5,653

減価償却累計額 △3,055 △3,463

機械装置及び運搬具（純額） 1,309 2,189

工具、器具及び備品 － 3,580

減価償却累計額 － △1,513

工具、器具及び備品（純額） － 2,066

土地 6,766 6,792

リース資産 － 1,019

減価償却累計額 － △263

リース資産（純額） － 755

建設仮勘定 340 1,414

その他 2,429 －

減価償却累計額 △1,464 －

その他（純額） 965 －

有形固定資産合計 22,488 26,179

無形固定資産 183 364

投資その他の資産

投資有価証券 373 312

繰延税金資産 516 448

その他 1,269 1,631

貸倒引当金 △108 △102

投資その他の資産合計 2,051 2,289

固定資産合計 24,723 28,833



（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

繰延資産

社債発行費 45 52

繰延資産合計 45 52

資産合計 32,083 38,001

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 456 692

設備関係支払手形 － 1,912

短期借入金 8,192 7,804

未払法人税等 922 243

賞与引当金 226 250

未払金 － 2,428

その他 3,458 1,551

流動負債合計 13,256 14,882

固定負債

社債 2,999 3,168

長期借入金 7,786 12,365

リース債務 － 548

退職給付引当金 69 60

役員退職慰労引当金 467 470

その他 1,187 588

固定負債合計 12,509 17,201

負債合計 25,765 32,084

純資産の部

株主資本

資本金 1,605 1,605

資本剰余金 2,262 2,262

利益剰余金 3,056 3,329

自己株式 △616 △1,321

株主資本合計 6,307 5,875

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △4 △13

繰延ヘッジ損益 △117 △40

為替換算調整勘定 △91 △142

その他の包括利益累計額合計 △212 △197

新株予約権 34 59

少数株主持分 188 179

純資産合計 6,318 5,917

負債純資産合計 32,083 38,001



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

売上高 26,140 26,520

売上原価 16,408 17,447

売上総利益 9,731 9,073

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 790 818

運賃 1,854 1,977

販売手数料 1,265 1,262

貸倒引当金繰入額 11 －

報酬及び給料手当 1,428 1,758

賞与引当金繰入額 61 51

退職給付費用 14 13

役員退職慰労引当金繰入額 2 50

減価償却費 226 237

雑費 1,373 1,413

販売費及び一般管理費合計 7,029 7,582

営業利益 2,701 1,490

営業外収益

受取利息 4 3

受取配当金 － 64

固定資産賃貸料 49 84

デリバティブ収益 32 49

雑収入 59 56

営業外収益合計 146 259

営業外費用

支払利息 575 505

投資事業組合運用損 107 46

シンジケートローン手数料 94 113

雑損失 64 178

営業外費用合計 843 843

経常利益 2,005 907

特別利益

固定資産売却益 － 11

負ののれん発生益 － 86

関係会社出資金売却益 － 26

新株予約権戻入益 14 2

貸倒引当金戻入額 － 5

受取補償金 48 －

特別利益合計 62 132



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

特別損失

固定資産売却損 － 4

固定資産除却損 55 6

投資有価証券評価損 3 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 29

減損損失 1 9

その他 － 2

特別損失合計 61 52

税金等調整前当期純利益 2,007 986

法人税、住民税及び事業税 919 225

過年度法人税等 △25 △41

法人税等調整額 △176 △40

法人税等合計 718 143

少数株主損益調整前当期純利益 － 842

少数株主利益 145 150

当期純利益 1,143 692



連結包括利益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

少数株主損益調整前当期純利益 － 842

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △9

繰延ヘッジ損益 － 76

為替換算調整勘定 － △46

その他の包括利益合計 － 20

包括利益 － 863

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 707

少数株主に係る包括利益 － 155



（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

株主資本

資本金

前期末残高 1,605 1,605

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,605 1,605

資本剰余金

前期末残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

利益剰余金

前期末残高 2,228 3,056

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,143 692

自己株式の処分 △15 △45

連結範囲の変動 △1 －

当期変動額合計 827 272

当期末残高 3,056 3,329

自己株式

前期末残高 △1,365 △616

当期変動額

自己株式の処分 1,013 292

自己株式の取得 △264 △997

当期変動額合計 749 △704

当期末残高 △616 △1,321

株主資本合計

前期末残高 4,730 6,307

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,143 692

自己株式の処分 997 247

自己株式の取得 △264 △997

連結範囲の変動 △1 －

当期変動額合計 1,577 △432

当期末残高 6,307 5,875



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 18 △4

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22 △9

当期変動額合計 △22 △9

当期末残高 △4 △13

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △212 △117

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 95 76

当期変動額合計 95 76

当期末残高 △117 △40

為替換算調整勘定

前期末残高 △105 △91

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 △51

当期変動額合計 13 △51

当期末残高 △91 △142

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △299 △212

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86 15

当期変動額合計 86 15

当期末残高 △212 △197

新株予約権

前期末残高 38 34

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 25

当期変動額合計 △3 25

当期末残高 34 59

少数株主持分

前期末残高 186 188

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 △9

当期変動額合計 2 △9

当期末残高 188 179



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

純資産合計

前期末残高 4,656 6,318

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,143 692

自己株式の処分 997 247

自己株式の取得 △264 △997

連結範囲の変動 △1 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 84 31

当期変動額合計 1,661 △401

当期末残高 6,318 5,917



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,007 986

減価償却費及びその他の償却費 1,350 1,796

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28 △9

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2 3

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27 △7

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 25

固定資産除売却損益（△は益） 51 0

減損損失 1 9

投資事業組合運用損益（△は益） 107 46

受取利息及び受取配当金 △6 △68

支払利息 575 505

売上債権の増減額（△は増加） △211 △172

たな卸資産の増減額（△は増加） △93 △1,250

仕入債務の増減額（△は減少） 98 442

未払消費税等の増減額（△は減少） 25 △178

その他 256 84

小計 4,175 2,212

利息及び配当金の受取額 6 5

利息の支払額 △578 △505

シンジケートローン手数料の支払額 △62 △226

法人税等の支払額 △105 △828

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,434 657

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △187 △103

定期預金の払戻による収入 134 176

有形固定資産の取得による支出 △512 △2,545

有形固定資産の売却による収入 － 34

関係会社出資金の払込による支出 △470 △292

無形固定資産の取得による支出 △12 △44

貸付けによる支出 △269 －

貸付金の回収による収入 283 15

連結の範囲の変更を伴う関係会社出資金の売却に

よる収入
－ 239

連結の範囲の変更を伴う関係会社出資金の取得に

よる支出
－ △402

その他 55 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △979 △2,948



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,110 △128

長期借入れによる収入 3,857 9,406

長期借入金の返済による支出 △5,588 △4,874

社債の発行による収入 2,149 1,366

社債の償還による支出 △898 △1,286

自己株式の取得による支出 △264 △997

自己株式の売却による収入 982 235

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △64 △195

配当金の支払額 △298 △374

割賦債務の返済による支出 △290 △271

その他 △72 △147

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,597 2,733

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △66

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 849 375

現金及び現金同等物の期首残高 1,116 1,969

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
4 －

現金及び現金同等物の期末残高 1,969 2,344



該当事項はありません。

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数 ８社

連結子会社名は、以下に記載のとおりであります。

㈱雪国商事

㈲今町興産

㈱トータク

㈱雪国バイオフーズ

ユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカ

ユキグニマイタケマニュファクチャリングコーポレ

ーションオブアメリカ

上海雪国高榕生物技術有限公司

青島東冷食品有限公司

なお、当連結会計年度より、青島東冷食品有限公司

について、重要性が増したことにより連結の範囲に含

めております。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数 ８社

連結子会社名は、以下に記載のとおりであります。

㈱雪国商事

㈲今町興産

㈱トータク

㈱雪国バイオフーズ

ユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカ

ユキグニマイタケマニュファクチャリングコーポレ

ーションオブアメリカ

青島東冷食品有限公司

長春雪国高榕生物技術有限公司

当連結会計年度より、関連会社であった長春雪国高

榕生物技術有限公司の出資持分の70％を取得したた

め、連結の範囲に含めております。なお、みなし取得

日を平成22年10月１日としているため、連結損益計算

書及び連結キャッシュ・フロー計算書には、同社の平

成22年10月１日から平成22年12月31日までを含んでお

ります。

また、連結子会社であった上海雪国高榕生物技術有

限公司の出資持分全部を譲渡したため、当連結会計年

度より連結の範囲から除外しております。なお、みな

し売却日を平成22年10月１日としているため、連結損

益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書には、同

社の平成22年１月１日から平成22年９月30日までを含

んでおります。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

㈱トミオカ

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

㈱トミオカ

連結の範囲から除いた理由

同左

２ 持分法の適用に関する事項

非連結子会社(㈱トミオカ)及び関連会社(上海高榕生

物科技有限公司・長春雪国高榕生物技術有限公司・成都

雪国高榕生物科技有限公司・㈱パワーステーション新

潟)については、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて持分法の対

象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため、これらの会

社に対する投資勘定については、持分法を適用せず原価

法により評価しております。

２ 持分法の適用に関する事項

非連結子会社(㈱トミオカ)及び関連会社(上海高榕生

物科技有限公司、成都雪国高榕生物科技有限公司、㈱パ

ワーステーション新潟)については、それぞれ当期純損

益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

からみて持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、これらの会社に対する投資勘定については、持分

法を適用せず原価法により評価しております。



前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちユキグニマイタケコーポレーション

オブアメリカ、ユキグニマイタケマニュファクチャリン

グコーポレーションオブアメリカ、上海雪国高榕生物技

術有限公司及び青島東冷食品有限公司の決算日は、12月

31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただし、連結決算日までの期

間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちユキグニマイタケコーポレーション

オブアメリカ、ユキグニマイタケマニュファクチャリン

グコーポレーションオブアメリカ、長春雪国高榕生物技

術有限公司及び青島東冷食品有限公司の決算日は、12月

31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただし、連結決算日までの期

間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっております。

時価のないもの

同左

② たな卸資産

商品・原材料・貯蔵品

主として移動平均法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

また、在外子会社１社は原材料については先入

先出法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

商品・原材料・貯蔵品

主として移動平均法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

また、在外子会社２社は原材料については先入

先出法による原価法を採用しております。

製品・半製品・仕掛品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

製品・半製品・仕掛品

同左

③ デリバティブ

時価法

③ デリバティブ

同左



前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）……定額法

ただし、当社及び国内子会社については、平成10

年３月31日以前に取得した建物（建物附属設備は除

く）と、それに対する資本的支出については、定率

法を採用しております。

その他……定率法

ただし、在外子会社１社につきましては、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物

７年～50年

機械装置及び運搬具

２年～13年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）……定額法 

ただし、当社及び国内子会社については、平成10

年３月31日以前に取得した建物（建物附属設備は除

く）と、それに対する資本的支出については、定率

法を採用しております。

その他……定率法

ただし、在外子会社３社につきましては、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物

７年～50年

機械装置及び運搬具

２年～13年 

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

ソフトウエア(自社利用)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

リース資産

同左

長期前払費用……均等償却 長期前払費用

同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債償還期間にわたる利息法

（会計方針の変更）

従来、支出時に「営業外費用」として全額費用処

理しておりましたが、資金調達の多様化に伴い、当

連結会計年度から社債発行による調達の頻度が高ま

るため、社債発行費の金額的重要性が増すことや、

社債発行時の初期費用に将来の支払利息を低減させ

る効果があることに鑑み、より適正な期間損益計算

を行うため、当連結会計年度より、社債の償還まで

の期間にわたり利息法による償却方法に変更してお

ります。

この変更により、従来の方法によった場合に比べ

「経常利益」及び「税金等調整前当期純利益」は、

それぞれ45百万円増加しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

同左

―――――



前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込

額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

同左

③ 退職給付引当金

当社及び連結子会社のうち１社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認められる額を計

上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

また、当社の執行役員の退職慰労金の支払に備え

るため、執行役員退職慰労金規程（内規）に基づく

連結会計年度末要支給額を計上しております。

③ 退職給付引当金

同左

（会計方針の変更）

当連結会計年度より「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正(その３)」(企業会計基準第19号

平成20年７月31日)を適用しております。なお、こ

れによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益に与える影響はありません。

―――――

④ 役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社のうち１社は、役員の退職慰

労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程(内

規)に基づく期末要支給額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

同左



前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プについては特例処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利スワップ取引、原油オプション取引

・ヘッジ対象

借入金及び社債の利息、燃料油購入価格

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利スワップ取引、原油オプション取引、通貨オ

プション取引

・ヘッジ対象

借入金及び社債の利息、燃料油購入価格、外貨建

予定取引

③ ヘッジ方針

将来の金利変動リスクを軽減することを目的とし

ております。

燃料油購入における価格変動リスクに備えること

を目的としております。

③ ヘッジ方針

将来の金利変動リスクを軽減することを目的とし

ております。

燃料油購入における価格変動リスクに備えること

を目的としております。

外貨建取引における将来の為替相場変動リスクを

一定の範囲内に軽減することを目的としておりま

す。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

――――― (6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３カ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３カ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

―――――



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

───── (資産除去債務に関する会計基準の適用)

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益が

それぞれ３百万円減少し、税金等調整前当期純利益が32百

万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は22百万円であります。

(企業結合に関する会計基準等の適用)

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年

12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しておりま

す。

表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

───── (連結貸借対照表)
１．前連結会計年度において、有形固定資産の「その

他」に含めて表示しておりました「工具、器具及び備

品」（前連結会計年度409百万円）は、総資産額の100
分の５を超えることとなったため、当連結会計年度に

おいては区分掲記しております。

２．前連結会計年度において、有形固定資産の「その
他」に含めて表示しておりました「リース資産」（前

連結会計年度555百万円）は、重要性が高まったた

め、当連結会計年度においては区分掲記しておりま
す。

３．前連結会計年度において、流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払金」（前連結会計年
度1,448百万円）及び「設備関係支払手形」（前連結

会計年度161百万円）は、負債純資産合計額の100分の

５を超えることとなったため、当連結会計年度におい
ては区分掲記しております。

４．前連結会計年度において、固定負債の「その他」に

含めて表示しておりました「リース債務」（前連結会
計年度463百万円）は、重要性が高まったため、当連

結会計年度においては区分掲記しております。

(連結損益計算書)

１．前連結会計年度において、営業外収益の「雑収入」

に含めて表示しておりました「受取配当金」（前連結
会計年度１百万円）は、営業外収益の総額の100分の

10を超えることとなったため、当連結会計年度より区

分掲記しております。
２．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に

基づき、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令
（平成21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、

「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示して

おります。



連結財務諸表に関する注記事項のうち、以下のものについては、決算短信における開示の必要性が大きくないと

考えられるため、開示を省略しております。

・連結貸借対照表関係

・連結損益計算書関係

・連結株主資本等変動計算書関係

・連結キャッシュ・フロー計算書関係

・リース取引

・税効果会計

・金融商品

・有価証券

・デリバティブ取引

・退職給付

・ストック・オプション等

・企業結合等

・賃貸等不動産関係

追加情報

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

───── 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。

（７）連結財務諸表に関する注記事項



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

事業の種類として「食品事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、全セグメントの売上高の合計、

営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「食品事業」の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦事業の割合がいずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

（セグメント情報等）

（事業の種類別セグメント情報）

（所在地別セグメント情報）

（海外売上高）



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品・サービスについて、それぞれ国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開して

いる「茸」「もやし・カット野菜」の２つを報告セグメントとしております。

「茸」は、まいたけ、えりんぎ、ぶなしめじ等、茸製品の製造販売をしております。「もやし・カット野

菜」は、もやし、カット野菜の製造販売をしております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

（注） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他食品及び石油類販売等の事業

を含んでおります。

（セグメント情報）

（単位：百万円）

報告セグメント

その他（注） 合計
茸

もやし・
カット野菜

計

売上高

外部顧客への売上高 22,165 1,819 23,984 2,155 26,140

セグメント間の内部売上高又は

振替高
19 0 19 1,145 1,164

計 22,184 1,819 24,003 3,300 27,304

セグメント利益 3,697 △210 3,487 180 3,667

セグメント資産 22,864 2,619 25,484 6,599 32,083

セグメント負債 2,676 1,257 3,934 21,831 25,765

その他の項目

減価償却費 1,110 136 1,246 41 1,288

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
498 587 1,086 74 1,160



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

（注） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他食品及び石油類販売等の事業

を含んでおります。

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（再調整に関する事項）

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（単位：百万円）

報告セグメント

その他（注） 合計
茸

もやし・
カット野菜

計

売上高

外部顧客への売上高 21,344 3,158 24,503 2,017 26,520

セグメント間の内部売上高又は

振替高
23 13 36 1,514 1,551

計 21,367 3,172 24,539 3,532 28,072

セグメント利益 2,421 149 2,570 139 2,709

セグメント資産 27,681 3,195 30,877 7,124 38,001

セグメント負債 4,894 1,849 6,743 25,340 32,084

その他の項目

減価償却費 1,411 229 1,640 39 1,680

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
3,404 563 3,968 64 4,032

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 24,003 24,539

「その他」の区分の売上高 3,300 3,532

セグメント間取引消去 △1,164 △1,551

連結財務諸表の売上高 26,140 26,520

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,487 2,570

「その他」の区分の利益 180 139

全社費用（注） △972 △1,160

その他の調整額 6 △57

連結財務諸表の営業利益 2,701 1,490



（注） 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社建物等の設備投資額であります。

（追加情報）

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用し

ております。

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 25,484 30,877

「その他」の区分の資産 6,599 7,124

連結財務諸表の資産合計 32,083 38,001

（単位：百万円）

負債 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,934 6,743

「その他」の区分の負債 21,831 25,340

連結財務諸表の負債合計 25,765 32,084

（単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 1,246 1,640 41 39 69 69 1,357 1,749

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,086 3,968 74 64 70 104 1,231 4,137



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

（関連当事者情報）



(注)１ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

(注)２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（１株当たり情報）

前連結会計年度

（自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 162円80銭 １株当たり純資産額 156円86銭

１株当たり当期純利益金額 32円18銭 １株当たり当期純利益金額 18円88銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
32円02銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
18円77銭

当社は、平成21年４月１日付で株式１株につき1.2株の

株式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 135円67銭

１株当たり当期純利益金額 26円82銭

前連結会計年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益                                    (百万円) 1,143 692

 普通株主に帰属しない金額                      (百万円) － －

 普通株式に係る当期純利益                      (百万円) 1,143 692

 普通株式の期中平均株式数                      (千株) 35,525 36,653

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額                              (百万円) － －

 普通株式増加数                                (千株) 174 216

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ 新株予約権１種類（新株

予約権の数4,295個）。

種類 普通株式

前連結会計年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

純資産の部の合計額                              (百万円) 6,318 5,917

純資産の部の合計額から控除する金額              (百万円) 223 239

（うち新株予約権） ( )34 ( )59

（うち少数株主持分） ( )188 ( )179

普通株式に係る期末の純資産額                    (百万円) 6,095 5,678

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数                                    (千株)
37,435 36,198



（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

(1）ぶなしめじ製造設備投資

平成22年５月10日開催の取締役会において、ぶなしめ

じの増産を目的とした設備投資を行うことを決議いたし

ました。

―――――

①設備投資の理由

ぶなしめじの市場が拡大していることを背景に、生産

能力の拡大及び生産効率の向上を目的としております。

②設備投資の内容

イ．設備の概要

第５バイオセンター及び五泉バイオセンターぶな

しめじ生産用機械設備の更新

ロ．増加生産量

現在14,000t／年の生産能力を31,000t／年に拡大

ハ．設備投資額

億円45

③設備の導入時期

五泉バイオセンター：増産設備での収穫開始時期

平成22年９月

第５バイオセンター：増産設備での収穫開始時期

平成23年１月

④営業・生産活動に及ぼす影響

平成23年３月期におけるぶなしめじ事業の売上高は15

億円程度の増収を見込んでおりますが、増産初年度は投

資コストの負担や生産ラインの切り替えのロス等から利

益面への影響は軽微であります。

平成24年３月期以降は、ぶなしめじ事業の売上高は倍

増となり、製造原価は約30％程度の引き下げを見込んで

おります。

(2）自己株式取得

平成22年５月10日開催の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びそ

の具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得を

以下のとおり実施いたしました。

①自己株式取得に関する取締役会の決議内容

イ．取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂

行を可能とするため

ロ．取得する株式の種類

当社普通株式

ハ．取得する株式の総数

1,200,000株（上限）

ニ．取得する期間

平成22年５月11日～平成22年６月30日

ホ．取得価額の総額

700百万円（上限）

ヘ．取得の方法

東京証券取引所における市場買付

②その他

平成22年６月23日現在、上記市場買付による取得は、

当社普通株式1,126,500株（取得価額598百万円）であり

ます。



５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

（単位：百万円）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,332 1,970

受取手形 13 14

売掛金 1,429 1,436

商品及び製品 976 1,122

仕掛品 1,413 2,414

原材料及び貯蔵品 431 506

前払費用 271 275

繰延税金資産 276 316

未収入金 203 264

その他 20 9

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 6,368 8,331

固定資産

有形固定資産

建物 23,482 23,663

減価償却累計額 △12,628 △13,210

建物（純額） 10,853 10,452

構築物 1,853 2,056

減価償却累計額 △1,476 △1,550

構築物（純額） 377 505

機械及び装置 3,454 4,717

減価償却累計額 △2,517 △2,941

機械及び装置（純額） 936 1,775

車両運搬具 88 103

減価償却累計額 △81 △86

車両運搬具（純額） 6 16

工具、器具及び備品 1,416 3,216

減価償却累計額 △1,083 △1,282

工具、器具及び備品（純額） 332 1,933

土地 5,890 5,923

リース資産 652 989

減価償却累計額 △118 △255

リース資産（純額） 533 733

建設仮勘定 64 1,075

有形固定資産合計 18,996 22,417

無形固定資産

特許権 6 11

商標権 8 13



（単位：百万円）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

ソフトウエア 40 50

その他 43 51

無形固定資産合計 98 127

投資その他の資産

投資有価証券 260 202

関係会社株式 1,742 1,742

出資金 9 9

関係会社出資金 688 1,169

関係会社長期貸付金 1,249 965

破産更生債権等 0 0

長期前払費用 109 197

繰延税金資産 423 386

生命保険積立金 331 353

長期未収入金 141 50

その他 143 189

貸倒引当金 △59 △54

投資その他の資産合計 5,042 5,213

固定資産合計 24,137 27,759

繰延資産

社債発行費 44 52

繰延資産合計 44 52

資産合計 30,550 36,143

負債の部

流動負債

買掛金 354 693

短期借入金 3,075 3,000

１年内返済予定の長期借入金 4,124 4,284

１年内償還予定の社債 1,251 1,195

リース債務 106 167

未払金 1,336 2,037

未払費用 13 10

未払法人税等 841 187

未払消費税等 200 1

預り金 40 13

賞与引当金 206 232

設備関係支払手形 － 1,912

その他 162 1

流動負債合計 11,712 13,737

固定負債

社債 2,951 3,155



（単位：百万円）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

長期借入金 7,113 11,300

リース債務 445 530

退職給付引当金 65 56

役員退職慰労引当金 430 429

資産除去債務 － 11

長期未払金 467 320

その他 57 58

固定負債合計 11,530 15,863

負債合計 23,242 29,601

純資産の部

株主資本

資本金 1,605 1,605

資本剰余金

資本準備金 2,262 2,262

資本剰余金合計 2,262 2,262

利益剰余金

利益準備金 230 230

その他利益剰余金

特別償却準備金 6 －

別途積立金 3,920 4,520

繰越利益剰余金 △110 △812

利益剰余金合計 4,046 3,937

自己株式 △616 △1,321

株主資本合計 7,297 6,484

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7 △16

繰延ヘッジ損益 △16 14

評価・換算差額等合計 △23 △1

新株予約権 34 59

純資産合計 7,308 6,542

負債純資産合計 30,550 36,143



（２）損益計算書

（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

売上高

商品売上高 2,767 2,628

製品売上高 21,634 22,040

売上高合計 24,402 24,668

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 215 216

当期商品仕入高 2,448 2,465

合計 2,663 2,681

商品期末たな卸高 216 290

商品売上原価 2,447 2,391

製品売上原価

製品期首たな卸高 393 472

当期製品製造原価 13,159 14,398

合計 13,552 14,870

他勘定振替高 24 46

製品期末たな卸高 472 506

製品売上原価 13,055 14,317

売上原価合計 15,503 16,708

売上総利益 8,899 7,960

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 790 816

運賃 1,840 1,960

販売手数料 1,274 1,260

貸倒引当金繰入額 9 －

貸倒損失 0 －

報酬及び給料手当 1,273 1,590

賞与引当金繰入額 42 35

役員退職慰労引当金繰入額 4 46

減価償却費 197 207

支払手数料 308 229

車両費 32 31

租税公課 35 38

旅費及び交通費 84 103

法定福利及び厚生費 159 210

地代家賃 171 152

雑費 492 565

販売費及び一般管理費合計 6,718 7,249

営業利益 2,181 710



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

営業外収益

受取利息 23 26

受取配当金 174 219

固定資産賃貸料 51 86

雑収入 32 32

営業外収益合計 281 365

営業外費用

支払利息 513 451

社債発行費償却 3 25

固定資産賃貸費用 19 21

投資事業組合運用損 107 46

シンジケートローン手数料 94 112

雑損失 46 115

営業外費用合計 785 772

経常利益 1,677 304

特別利益

固定資産売却益 － 11

関係会社出資金売却益 － 180

受取補償金 1 －

新株予約権戻入益 14 2

貸倒引当金戻入額 － 4

特別利益合計 15 199

特別損失

固定資産売却損 － 4

固定資産除却損 44 3

投資有価証券評価損 3 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 20

減損損失 1 9

特別損失合計 50 38

税引前当期純利益 1,643 465

法人税、住民税及び事業税 832 176

法人税等調整額 △192 △22

法人税等合計 640 154

当期純利益 1,002 310



（３）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

株主資本

資本金

前期末残高 1,605 1,605

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,605 1,605

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

資本剰余金合計

前期末残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 230 230

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 230 230

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 17 6

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △10 △6

当期変動額合計 △10 △6

当期末残高 6 －

別途積立金

前期末残高 4,020 3,920

当期変動額

別途積立金の積立 － 600

別途積立金の取崩 △100 －

当期変動額合計 △100 600

当期末残高 3,920 4,520

繰越利益剰余金

前期末残高 △909 △110



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

当期変動額

特別償却準備金の取崩 10 6

別途積立金の積立 － △600

別途積立金の取崩 100 －

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,002 310

自己株式の処分 △15 △45

当期変動額合計 799 △701

当期末残高 △110 △812

利益剰余金合計

前期末残高 3,358 4,046

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,002 310

自己株式の処分 △15 △45

当期変動額合計 688 △108

当期末残高 4,046 3,937

自己株式

前期末残高 △1,365 △616

当期変動額

自己株式の処分 1,013 292

自己株式の取得 △264 △997

当期変動額合計 749 △704

当期末残高 △616 △1,321

株主資本合計

前期末残高 5,859 7,297

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,002 310

自己株式の処分 997 247

自己株式の取得 △264 △997

当期変動額合計 1,437 △813

当期末残高 7,297 6,484



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 16 △7

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △24 △8

当期変動額合計 △24 △8

当期末残高 △7 △16

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △18 △16

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 30

当期変動額合計 2 30

当期末残高 △16 14

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1 △23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21 21

当期変動額合計 △21 21

当期末残高 △23 △1

新株予約権

前期末残高 38 34

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 25

当期変動額合計 △3 25

当期末残高 34 59

純資産合計

前期末残高 5,896 7,308

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,002 310

自己株式の処分 997 247

自己株式の取得 △264 △997

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △25 47

当期変動額合計 1,411 △766

当期末残高 7,308 6,542



該当事項はありません。

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針の変更

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

───── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益がそれ

ぞれ１百万円減少し、税引前当期純利益が22百万円減少し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は11百万円であります。

（企業結合に関する会計基準等の適用）

当事業年度より「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号 平成20年12月26日）、「財務諸表に関する

会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号 平成20年12月26日）を適用しております。

表示方法の変更

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

───── （貸借対照表）

前事業年度において、流動負債の「その他」に含めて表

示しておりました「設備関係支払手形」（前事業年度161

百万円）は、負債純資産合計の100分の１を超えることと

なったため、当事業年度においては区分掲記しておりま

す。



（注）１ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

（注）２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（６）個別財務諸表に関する注記事項

（１株当たり情報）

前事業年度

（自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日）

当事業年度

（自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 194円30銭 １株当たり純資産額 179円08銭

１株当たり当期純利益金額 28円21銭 １株当たり当期純利益金額 8円48銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
28円07銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
8円43銭

当社は、平成21年４月１日付で株式１株につき1.2株の

株式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

１株当たり純資産額 161円92銭

１株当たり当期純利益金額 23円51銭

前事業年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

当事業年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益      (百万円) 1,002 310

 普通株主に帰属しない金額                      (百万円) － －

 普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,002 310

 普通株式の期中平均株式数                      (千株) 35,525 36,653

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額                              (百万円) － －

 普通株式増加数                                (千株) 174 216

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ 新株予約権１種類（新株

予約権の数4,295個）。

種類 普通株式 

前事業年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日) 

当事業年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日) 

純資産の部の合計額                              (百万円) 7,308 6,542

純資産の部の合計額から控除する金額              (百万円) 34 59

（うち新株予約権） ( )34 ( )59

普通株式に係る期末の純資産額                    (百万円) 7,273 6,482

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数                                    (千株)
37,435 36,198



（重要な後発事象）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

(1）ぶなしめじ製造設備投資

平成22年５月10日開催の取締役会において、ぶなしめ

じの増産を目的とした設備投資を行うことを決議いたし

ました。

―――――

①設備投資の理由

ぶなしめじの市場が拡大していることを背景に、生産

能力の拡大及び生産効率の向上を目的としております。

②設備投資の内容

イ．設備の概要

第５バイオセンター及び五泉バイオセンターぶな

しめじ生産用機械設備の更新

ロ．増加生産量

現在14,000t／年の生産能力を31,000t／年に拡大

ハ．設備投資額

億円45

③設備の導入時期

五泉バイオセンター：増産設備での収穫開始時期

平成22年９月

第５バイオセンター：増産設備での収穫開始時期

平成23年１月

④営業・生産活動に及ぼす影響

平成23年３月期におけるぶなしめじ事業の売上高は15

億円程度の増収を見込んでおりますが、増産初年度は投

資コストの負担や生産ラインの切り替えのロス等から利

益面への影響は軽微であります。

平成24年３月期以降は、ぶなしめじ事業の売上高は倍

増となり、製造原価は約30％程度の引き下げを見込んで

おります。

(2）自己株式取得

平成22年５月10日開催の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びそ

の具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得を

以下のとおり実施いたしました。

①自己株式取得に関する取締役会の決議内容

イ．取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂

行を可能とするため

ロ．取得する株式の種類

当社普通株式

ハ．取得する株式の総数

1,200,000株（上限）

ニ．取得する期間

平成22年５月11日～平成22年６月30日

ホ．取得価額の総額

700百万円（上限）

ヘ．取得の方法

東京証券取引所における市場買付

②その他

平成22年６月23日現在、上記市場買付による取得は、

当社普通株式1,126,500株（取得価額598百万円）であり

ます。



（１）役員の異動

該当事項はありません。

（２）その他

該当事項はありません。

６．その他



【訂正前】

（百万円未満切捨て）

１．平成23年３月期の連結業績（平成22年４月１日～平成23年３月31日）

（注） 包括利益 23年３月期 百万円（ ％） 22年３月期 百万円（ ％）

（参考） 持分法投資損益 23年３月期 百万円 22年３月期 百万円

（参考） 自己資本 23年３月期 百万円 22年３月期 百万円

２．配当の状況

３．平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日）

平成23年３月期 決算短信[日本基準]（連結）
平成23年５月９日

上場会社名 株式会社雪国まいたけ 上場取引所 東

コード番号 １３７８ URL  http://www.maitake.co.jp/

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名)  大平喜信
問合せ先責任者 (役職名) 取締役兼執行役員管理本部長 (氏名)  山本忠義 ＴＥＬ 025－778－0111
定時株主総会開催予定日 平成23年６月29日 配当支払開始予定日 平成23年６月30日
有価証券報告書提出予定日 平成23年６月30日
決算補足説明資料作成の有無 ： 無
決算説明会開催の有無 ： 無

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期 26,520 1.5 1,488 △44.9 906 △54.8 700 △38.8
22年３月期 26,140 2.0 2,699 107.7 2,004 274.1 1,143 694.9

872 △37.1 1,387 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総 資 産
経常利益率

売 上 高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年３月期 19 11 0019 9.9 2.5 5.6
22年３月期 32 20 0432 17.8 6.2 10.3

－ －

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期 39,160 7,081 17.5 189.03

22年３月期 33,239 7,474 21.8 193.68

6,842 7,250

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年３月期 657 △2,948 2,733 2,344
22年３月期 3,434 △979 △1,597 1,969

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当率

（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年３月期 － － 0  00 － － 10  00 10  00 374 31.1 5.2
23年３月期 － － 0 00 － － 10  00 10  00 361 52.3 5.2

24年３月期（予想） － － 0 00 － － 10  00 10  00 23.6

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 13,000 14.1 △1,500 － △1,850 － △950 － △25.92
通 期 35,000 32.0 3,000 101.5 2,300 154.0 1,550 122.1 42.29



４．その他

新規 １社 （社名）長春雪国高榕生物技術有限公司 、除外 １社 （社名）上海雪国高榕生物技術有限公司

(2）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

(3）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．平成23年３月期の個別業績（平成22年４月１日～平成23年３月31日）

（参考） 自己資本 23年３月期 百万円 22年３月期 百万円

２．平成24年３月期の個別業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日）

※ 監査手続の実施状況に関する表示
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関す
る分析」をご覧ください。

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） : 有

① 会計基準等の改正に伴う変更 : 有
② ①以外の変更 : 無

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年３月期 株38,890,375 22年３月期 株38,890,375

② 期末自己株式数 23年３月期 株2,691,813 22年３月期 株1,454,433
③ 期中平均株式数 23年３月期 株36,653,055 22年３月期 株35,525,686

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期 24,668 1.1 708 △67.5 303 △81.9 319 △68.2

22年３月期 24,402 1.2 2,179 121.7 1,676 316.7 1,002 399.1

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

23年３月期 8.71 8.66

22年３月期 28.23 28.09

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期 37,302 7,706 20.5 211.24

22年３月期 31,706 8,464 26.6 225.17

7,646 8,429

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 12,500 18.3 △2,130 － △1,280 － △34.92

通 期 33,000 33.8 1,600 427.4 950 197.4 25.92
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（１）経営成績に関する分析

①当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度における経済情勢は、政府による景気刺激策や中国をはじめとする新興国の景気拡大が下支えと

なり、緩やかな景気回復基調が認められましたが、秋以降の円高の進行や景気刺激策の打ち切りなどがその回復基

調に水をさし、更には東日本大震災がもたらした甚大な影響は、日本経済を停滞させることが必至であり、一転し

て先行き不透明な状況となりました。

このような状況の中、当社グループは、2010年度から2012年度までの中期経営計画を策定し、既存事業の効率化

と新たな事業領域の開拓を基軸とし更なる成長に向けて取り組んでまいりました。国内事業におきましては、茸市

場のシェアアップを目的として、ぶなしめじの既存工場の生産設備を一新し、生産効率を高め生産量の倍増に向け

た設備投資を行いました。また、平成21年11月より販売を開始しました加熱調理用カット野菜「雪国やさい革命」

シリーズは、発売開始と共に高い評判を得て、当連結会計年度におきましても順調に拡販を続け、需要に応えるた

めの生産能力の増強に取り組んでまいりました。一方国外事業におきましては、中国の施設栽培茸に対する需要は

高く、その旺盛な需要に応えるべく吉林省長春市の現地法人のえのき茸の増産や新規工場の建設など中国茸事業の

推進に取り組んでまいりました。

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高は265億20百万円（前期比1.5％増）となりましたが、ぶなしめじ増

産に伴う初期コストの負担や生産設備の入替え・調整に伴う人件費の増加と生産効率の低下などによる製造原価の

増加と販売体制強化及び成長戦略実現に向けた人材の獲得による人件費増加などにより営業利益は14億88百万円

（前期比44.9％減）、経常利益は９億６百万円（前期比54.8％減）、当期純利益は７億円（前期比38.8％減）とな

りました。

②事業別売上高

１．経営成績

事 業 の 種 類 金額（百万円） 前期比（％）

ま い た け 10,828 104.7

え り ん ぎ 4,071 91.2

ぶ な し め じ 4,513 82.3

そ の 他 生 茸 935 101.9

生 茸 計 20,348 95.9

加 工 食 品 996 104.3

茸 事 業 計 21,344 96.3

も や し ・ カ ッ ト 野 菜 事 業 3,158 173.6

そ の 他 食 品 事 業 1,163 84.4

食 品 事 業 計 25,667 101.2

そ の 他 の 事 業 853 109.9

合 計 26,520 101.5



〔茸事業〕

国内の生茸の販売は、第２四半期までは堅調に推移したものの需要期となる秋以降において、猛暑の影響で不足

気味だった野菜の流通量が増加し、相場が下落する中で茸の販売価格もそれに引きずられる形となり、消費動向

も、依然として根強い節約志向から価格訴求が強まる厳しい販売環境となりました。

その様な環境の中で、当社グループでは国内茸市場のシェアアップを目指し、ぶなしめじの増産に取り組むと共

に、営業体制の強化も図ってまいりました。まいたけにつきましては、健康機能性への注目の高まりが需要を押し

上げる効果となり、売上高は108億28百万円（前期比4.7％増）となりました。えりんぎは、一時的な品質低下の影

響から供給量が減少し需要に十分応えることができなかったことで、売上高は40億71百万円（前期比8.8％減）と

なりました。ぶなしめじは、五泉バイオセンター（新潟県五泉市）の一部と第５バイオセンター（新潟県南魚沼

市）において増産に向けた生産設備の入替えを順次進め、第３四半期より、新商品「雪国しめじ」の販売を開始い

たしました。しかし前述のとおり、新菌・新設備導入に伴い一時的に生産能力及び効率が低下したことに加え、茸

品質の安定化にも想定以上に時間を要したことなどで、予定の生産量が確保できず売上高は45億13百万円（前期比

17.7％減）となりました。また、コスト面におきましても、設備投資のコスト増加と新設備導入・調整に伴う人件

費の増加、生産効率の低下などが利益を圧迫する要因となりました。

一方、国外の生茸につきましては、中国で生産・販売するえのき茸は、施設栽培茸に対する旺盛な需要から販売

は堅調に推移しており、それを受けて吉林省長春市の工場では増産を行いフル生産体制での稼動となりました。ま

た、今後の施設栽培茸のマーケット拡大を睨み、上海市と四川省都江堰市においてそれぞれ合弁事業による新工場

建設を進めており、四川省の工場は2011年３月より生産を開始し、上海市の工場は2011年５月より生産を開始する

予定であります。なお、当連結会計年度におきまして、中国における合弁会社の持分異動を行い、第３四半期に上

海雪国高榕生物技術有限公司の出資持分全部を譲渡したため連結の範囲から除外、また、長春雪国高榕生物技術有

限公司の出資持分70％を取得したことにより連結子会社といたしました。その結果、中国での生茸の売上高は９億

35百万円（前期比1.9％増）となりました。

加工食品は、水煮の販売及び冷凍まいたけ天ぷらの販売が好調だったことから売上高は９億96百万円（前期比

4.3％増）となりました。

以上により茸事業の売上高は213億44百万円（前期比3.7％減）となりました。

〔もやし・カット野菜事業〕

カット野菜につきましては、平成21年11月の発売開始以来、順調に売上を伸ばしており、当社グループの「雪国

やさい革命」シリーズのカット野菜の好調な売れ行きは、これまで品揃え商品のイメージが強かったカット野菜商

品の常識を覆し、競合メーカーも続々と新商品を発売し、小売店においてもカット野菜の売場を拡大するなどの大

きな変化をもたらしました。当社グループでは、シリーズ第４弾、第５弾の新商品を発売するなど商品ラインアッ

プの充実を図ると共に、西日本エリアからの需要に応えるべく平成23年１月より滋賀県においてカット野菜パッケ

ージセンターの稼動を開始し、一層の拡販に取り組んでまいりました。その結果カット野菜の売上高は16億38百万

円（前期比401.5％増）と大幅な増収となりました。

もやしにつきましては、カット野菜の販売と連動して拡販に取り組んだ結果、売上高は15億20百万円（前期比

1.9％増）となり、カット野菜向けのもやしの生産量増加などにより操業度がアップしたことで製造コストの低減

が実現し、利益面での大幅な改善が図られました。



〔その他食品事業・その他の事業〕

その他食品事業においては、健康食品や納豆の販売はいずれも前年同期を上回る実績となり、仕入商品などの取

引も増収となる一方で、前連結会計年度まで販売を行っていました「はたけしめじ」「本しめじ」の販売を中止し

たことにより、その他食品事業の売上高は11億63百万円（前期比15.6％減）となりました。

その他の事業につきましては、石油類販売事業において、原油価格の高騰による販売価格の上昇などにより、そ

の他の事業の売上高は８億53百万円（前期比9.9％増）となりました。

③次期の見通し

今後の国内経済の見通しにつきましては、東日本大震災が与える影響は甚大でその景気に及ぼす影響は計り知れ

ず、また、食品業界におきましては、福島県の原子力発電所の事故による放射能漏れが及ぼす農産物の汚染被害と

それに伴う風評被害の影響も深刻な問題であり、先行きの見通しが困難な状況となっております。

当社グループは、こうした環境下、中期経営計画に掲げる「きのこ市場のシェアアップ」「海外事業の積極推

進」「新規事業の推進：カット野菜市場の創造と循環型農業団地構想の事業構築」に向けて引続きグループ総力を

挙げて取り組んでまいります。

「きのこ市場のシェアアップ」としては、ぶなしめじ増産体制を早期に軌道に乗せると共に、需要期に向けた販

売拡大のための営業戦略を展開してまいります。「海外事業の積極推進」としては、好調な中国における茸事業の

展開を更に加速し、中国における茸メーカーとしての基盤を早期に固めると共に、米国での工場建設にも着手して

まいります。「新規事業の推進：カット野菜市場の創造と循環型農業団地構想の事業構築」としては、当社グルー

プが供給するカット野菜の利便性、安全性の訴求に取り組み、一層の市場の拡大を図ってまいります。また、既に

実験を開始しております野菜の露地栽培についても実験段階から本格的な事業化へのシフトを早期に実現させ、よ

り効率的で安全な野菜の栽培を通じてカット野菜のコストダウンに繋げることで、消費者にとってより価値の高い

商品作りに取り組んでまいります。また、もやし事業におきましては、近年の中国産原料豆の高騰を受けて、バン

グラディシュにおいて緑豆生産を目的とした現地法人を設立中であり、既に実験栽培を開始しておりますが、早期

に本格的な栽培に移行することで、安定的な産地を形成し、安全かつ安価な商品の供給体制を構築してまいりま

す。

以上のような取り組みを通じて、当社グループの次期の連結業績予想は、売上高350億円（前期比32.0％増）、

営業利益30億円（前期比101.5％増）、経常利益23億円（前期比154.0％増）、当期純利益15億50百万円（前期比

122.1％増）を見込んでおります。



（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べて17.8％増加し391億60百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて24.6％増加し91億15百万円となりました。これは主に、現金及び預金が

２億91百万円、商品及び製品が１億43百万円及び仕掛品が９億83百万円増加したこと等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて15.9％増加し299億92百万円となりました。これは主に、しめじ等の生

産能力増強を目的とした設備投資による有形固定資産が36億93百万円増加したこと等によるものであります。

負債の部では、流動負債が、前連結会計年度末に比べて12.2％増加し148億77百万円となりました。これは主

に、短期借入金が３億88百万円、未払法人税等が６億78百万円減少しましたが、未払金が９億74百万円、流動負債

の「その他」に含まれる設備支払手形が17億50百万円増加したこと等によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて37.5％増加し172億１百万円となりました。これは主に、長期借入金が

45億79百万円増加したこと等によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて5.3％減少し70億81百万円となりました。これは主に、利益剰余金が

２億78百万円増加したものの、自己株式７億４百万円の増加等によるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比較して３億75百万円増加し、

23億44百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは６億57百万円の収入（前連結会計年度比80.9％

減）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益９億95百万円（前連結会計年度比50.4％減）、減価償却

費及びその他の償却費17億97百万円（前連結会計年度比33.0％増）、たな卸資産の増加額12億50百万円（前連結会

計年度は93百万円の増加）及び法人税等の支払により８億28百万円（前連結会計年度比689.2％増）を支出したこ

と等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは29億48百万円の支出（前連結会計年度比200.9％

増）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出25億45百万円（前連結会計年度比396.3％増）等

によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは27億33百万円の収入（前連結会計年度は15億97百

万円の支出）となりました。これは主に、長期借入れによる収入94億６百万円（前連結会計年度比143.9％増）、

長期借入金の返済による支出48億74百万円（前連結会計年度比12.8％減）、自己株式の取得による支出９億97百万

円（前連結会計年度比277.8％増）及び配当金の支払額３億74百万円（25.4％増）等によるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

(注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

(注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

(注４)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率                (％) 19.7 19.3 17.7 21.8 17.5

時価ベースの自己資本比率    (％) 41.1 32.3 31.0 51.2 47.7

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率              (年)
29.2 13.0 11.5 6.1 38.3

インタレスト・カバレッジ・

レシオ                      (倍)
1.4 2.8 3.2 5.9 1.3



（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付け、安定的かつ継続的な配当を基本方針と

しており、当期の配当金につきましては、1株当り10円の配当を予定しております。

内部留保金につきましては、既存の生産能力増強と中長期事業戦略の展開に必要な設備投資、研究開発投資に資

金を効率的に投下し、業績の向上に努めてまいります。

（４）事業等のリスク

最近の有価証券報告書（平成22年６月30日提出）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。



当社グループは、株式会社雪国まいたけ（当社）と子会社10社及び関連会社４社で構成され、まいたけ・えりんぎ・

ぶなしめじの生産販売を主な事業とし、更に加工食品の製造販売、石油類の販売等を事業としております。

当社グループの事業内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

以上の当社グループの状況について、事業の系統図を示すと次のとおりであります。

２．企業集団の状況

事業部門 事 業 内 容

茸事業

まいたけ・えりんぎ・ぶなしめじは、当社が生産及び販売を行い、培地主原料は子会

社の株式会社トミオカ、培地副原料は子会社の有限会社今町興産が製造しておりま

す。なお、販売の一部は子会社ユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカが行

っております。えのき茸は子会社長春雪国高榕生物技術有限公司が製造、販売してお

ります。

また、まいたけ・えりんぎ・ぶなしめじの加工食品は当社が販売し、子会社の株式会

社トータク及び青島東冷食品有限公司が冷凍加工食品等を製造しております。

もやし・カット野菜事業
カット野菜、もやしについては、主に、子会社の株式会社雪国バイオフーズが製造

し、当社が販売しております。

その他の事業

主要な商製品のうち、納豆、健康食品につきましては、当社が製造、販売しておりま

す。農産物につきましては、当社が仕入販売しております。

石油類販売は、子会社の株式会社雪国商事が販売しております。



関係会社の状況

(注)１ 上記子会社のうち、㈱雪国バイオフーズ、㈱トータク、長春雪国高榕生物技術有限公司、ユキグニマイタケマ

ニュファクチャリングコーポレーションオブアメリカは特定子会社であります。

２ ㈲今町興産は、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が100％の議決権を有しております。( )内は間接所有割合

で内数。

３ ㈱雪国バイオフーズは、当社が93.60％、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が6.40％の議決権を有しておりま

す。

４ ㈱トータクは、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が0.36％の議決権を有しております。( )内は間接所有割合

で内数。

５ 当連結会計年度より、長春雪国高榕生物技術有限公司の出資持分70％を取得し子会社といたしました。

名称 住所
資本金又は

出資金

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(連結子会社)

㈱雪国商事 新潟県南魚沼市 百万円10
その他の

事業
100.00 －

燃料油等の購入

製品の販売

役員の兼任あり

債務保証あり

㈲今町興産 (注)2 新潟県南魚沼市 百万円3 茸事業
100.00

 (100.00)
－ 原材料仕入

㈱雪国バイオフーズ

            (注)1,3

新潟県南魚沼市 百万円495
茸事業

100.00

   (6.40)
－

もやし、カット野菜の委託

役員の兼任あり

資金援助及び債務保証あり

㈱トータク   (注)1,4 東京都中央区 百万円241 茸事業
99.32

   (0.36)
－

製品の加工委託

債務保証あり

長春雪国高榕生物

技術有限公司 (注)1,5

中華人民共和国

吉林省
人民元30,000,000 茸事業 70.00 －

役員の兼任あり

債務保証あり

青島東冷食品有限公司
中華人民共和国

青島市
米ドル600,000 茸事業

100.00

 (100.00)
－ 製品の加工委託

ユキグニマイタケ

コーポレーション

オブアメリカ

アメリカ合衆国

デラウェア州
米ドル600,000 茸事業 100.00 －

当社製品販売等

役員の兼任あり

資金援助あり

ユキグニマイタケマ

ニュファクチャリン

グコーポレーション

オブアメリカ (注)1

アメリカ合衆国

デラウェア州
米ドル1,500,000 茸事業 100.00 －

役員の兼任あり

資金援助あり



（１）会社の経営の基本方針

会社グループは、「食品の生産・販売事業を通じ、健康によい高品質な食品を社会に提供し、国民生活の充実と

食文化の繁栄に貢献する」ことを基本理念として掲げ、茸事業やもやし・カット野菜事業を核とした企業活動を通

じて、株主、顧客、社員及び地域社会に貢献すると共に、企業価値の向上を目指してまいります。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、2010年度から2012年度までの３年間を対象期間とする中期経営計画を策定し、その達成に向け

てグループ総力を挙げて取り組んでおります。

しかしながら、2011年３月期の業績目標は達成することができず、2012年３月期の業績目標につきましても、現

時点ではその達成が困難な状況にあります。これを受けて当社グループでは、目標を達成する上での諸課題につい

て対策を講じていくと共に、中期経営計画の見直しを進めており、その内容につきましては決定次第お知らせする

予定であります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループを取り巻く経営環境は、デフレの進行、少子高齢化、環境対策強化等企業にとって厳しい環境が見

込まれております。その中で、当社グループは、国内で培った“技術力”“マーケティング力”“ブランド力”を

結集し、更なる成長を目指し、新たなビジネスモデルの構築とグローバルな事業展開に挑戦し、中期的な経営目標

の達成に向けて取り組んでまいります。

３．経営方針



４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,087 2,379

受取手形及び売掛金 1,577 1,661

商品及び製品 1,015 1,158

仕掛品 1,457 2,441

原材料及び貯蔵品 528 616

繰延税金資産 299 357

その他 350 501

貸倒引当金 △3 △1

流動資産合計 7,314 9,115

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 28,492 29,121

減価償却累計額 △15,370 △16,144

建物及び構築物（純額） 13,122 12,976

機械装置及び運搬具 4,364 5,653

減価償却累計額 △3,055 △3,463

機械装置及び運搬具（純額） 1,309 2,189

工具、器具及び備品 － 3,580

減価償却累計額 － △1,513

工具、器具及び備品（純額） － 2,066

土地 7,906 7,934

リース資産 － 1,019

減価償却累計額 － △263

リース資産（純額） － 755

建設仮勘定 340 1,414

その他 2,429 －

減価償却累計額 △1,464 －

その他（純額） 965 －

有形固定資産合計 23,644 27,337

無形固定資産 183 364

投資その他の資産

投資有価証券 373 312

繰延税金資産 516 448

その他 1,269 1,631

貸倒引当金 △108 △102

投資その他の資産合計 2,051 2,289

固定資産合計 25,879 29,992



（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

繰延資産

社債発行費 45 52

繰延資産合計 45 52

資産合計 33,239 39,160

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 456 692

短期借入金 8,192 7,804

未払法人税等 922 243

賞与引当金 226 250

未払金 － 2,422

その他 3,458 3,463

流動負債合計 13,256 14,877

固定負債

社債 2,999 3,168

長期借入金 7,786 12,365

リース債務 － 548

退職給付引当金 69 60

役員退職慰労引当金 467 470

その他 1,187 588

固定負債合計 12,509 17,201

負債合計 25,765 32,078

純資産の部

株主資本

資本金 1,605 1,605

資本剰余金 2,262 2,262

利益剰余金 4,212 4,493

自己株式 △616 △1,321

株主資本合計 7,463 7,039

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △4 △13

繰延ヘッジ損益 △117 △40

為替換算調整勘定 △91 △142

その他の包括利益累計額合計 △212 △197

新株予約権 34 59

少数株主持分 188 179

純資産合計 7,474 7,081

負債純資産合計 33,239 39,160



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

売上高 26,140 26,520

売上原価 16,408 17,447

売上総利益 9,731 9,073

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 790 818

運賃 1,854 1,977

販売手数料 1,265 1,262

貸倒引当金繰入額 11 －

報酬及び給料手当 1,428 1,758

賞与引当金繰入額 61 51

退職給付費用 14 13

役員退職慰労引当金繰入額 2 50

減価償却費 228 239

雑費 1,373 1,413

販売費及び一般管理費合計 7,031 7,584

営業利益 2,699 1,488

営業外収益

受取利息 4 3

受取配当金 － 64

固定資産賃貸料 49 84

デリバティブ収益 32 49

雑収入 59 56

営業外収益合計 146 259

営業外費用

支払利息 575 505

投資事業組合運用損 107 46

シンジケートローン手数料 94 113

雑損失 63 176

営業外費用合計 842 841

経常利益 2,004 906

特別利益

固定資産売却益 － 11

負ののれん発生益 － 86

関係会社出資金売却益 － 26

新株予約権戻入益 14 2

貸倒引当金戻入額 － 5

受取補償金 48 －

特別利益合計 62 132



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

特別損失

固定資産売却損 － 4

固定資産除却損 55 6

投資有価証券評価損 3 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 29

その他 － 2

特別損失合計 59 43

税金等調整前当期純利益 2,007 995

法人税、住民税及び事業税 919 225

過年度法人税等 △25 △41

法人税等調整額 △176 △40

法人税等合計 718 143

少数株主損益調整前当期純利益 － 851

少数株主利益 145 150

当期純利益 1,143 700



連結包括利益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

少数株主損益調整前当期純利益 － 851

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △9

繰延ヘッジ損益 － 76

為替換算調整勘定 － △46

その他の包括利益合計 － 20

包括利益 － 872

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 716

少数株主に係る包括利益 － 155



（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

株主資本

資本金

前期末残高 1,605 1,605

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,605 1,605

資本剰余金

前期末残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

利益剰余金

前期末残高 3,383 4,212

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,143 700

自己株式の処分 △15 △45

連結範囲の変動 △1 －

当期変動額合計 828 280

当期末残高 4,212 4,493

自己株式

前期末残高 △1,365 △616

当期変動額

自己株式の処分 1,013 292

自己株式の取得 △264 △997

当期変動額合計 749 △704

当期末残高 △616 △1,321

株主資本合計

前期末残高 5,885 7,463

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,143 700

自己株式の処分 997 247

自己株式の取得 △264 △997

連結範囲の変動 △1 －

当期変動額合計 1,577 △423

当期末残高 7,463 7,039



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 18 △4

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22 △9

当期変動額合計 △22 △9

当期末残高 △4 △13

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △212 △117

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 95 76

当期変動額合計 95 76

当期末残高 △117 △40

為替換算調整勘定

前期末残高 △105 △91

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 △51

当期変動額合計 13 △51

当期末残高 △91 △142

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △299 △212

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86 15

当期変動額合計 86 15

当期末残高 △212 △197

新株予約権

前期末残高 38 34

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 25

当期変動額合計 △3 25

当期末残高 34 59

少数株主持分

前期末残高 186 188

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 △9

当期変動額合計 2 △9

当期末残高 188 179



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

純資産合計

前期末残高 5,811 7,474

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,143 700

自己株式の処分 997 247

自己株式の取得 △264 △997

連結範囲の変動 △1 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 84 31

当期変動額合計 1,662 △392

当期末残高 7,474 7,081



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,007 995

減価償却費及びその他の償却費 1,351 1,797

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28 △9

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2 3

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27 △7

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 25

固定資産除売却損益（△は益） 51 0

投資事業組合運用損益（△は益） 107 46

受取利息及び受取配当金 △6 △68

支払利息 575 505

売上債権の増減額（△は増加） △211 △172

たな卸資産の増減額（△は増加） △93 △1,250

仕入債務の増減額（△は減少） 98 442

未払消費税等の増減額（△は減少） 25 △178

その他 256 84

小計 4,175 2,212

利息及び配当金の受取額 6 5

利息の支払額 △578 △505

シンジケートローン手数料の支払額 △62 △226

法人税等の支払額 △105 △828

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,434 657

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △187 △103

定期預金の払戻による収入 134 176

有形固定資産の取得による支出 △512 △2,545

有形固定資産の売却による収入 － 34

関係会社出資金の払込による支出 △470 △292

無形固定資産の取得による支出 △12 △44

貸付けによる支出 △269 －

貸付金の回収による収入 283 15

連結の範囲の変更を伴う関係会社出資金の売却に

よる収入
－ 239

連結の範囲の変更を伴う関係会社出資金の取得に

よる支出
－ △402

その他 55 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △979 △2,948



（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,110 △128

長期借入れによる収入 3,857 9,406

長期借入金の返済による支出 △5,588 △4,874

社債の発行による収入 2,149 1,366

社債の償還による支出 △898 △1,286

自己株式の取得による支出 △264 △997

自己株式の売却による収入 982 235

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △64 △195

配当金の支払額 △298 △374

割賦債務の返済による支出 △290 △271

その他 △72 △147

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,597 2,733

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △66

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 849 375

現金及び現金同等物の期首残高 1,116 1,969

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
4 －

現金及び現金同等物の期末残高 1,969 2,344



該当事項はありません。

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数 ８社

連結子会社名は、以下に記載のとおりであります。

㈱雪国商事

㈲今町興産

㈱トータク

㈱雪国バイオフーズ

ユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカ

ユキグニマイタケマニュファクチャリングコーポレ

ーションオブアメリカ

上海雪国高榕生物技術有限公司

青島東冷食品有限公司

なお、当連結会計年度より、青島東冷食品有限公司

について、重要性が増したことにより連結の範囲に含

めております。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数 ８社

連結子会社名は、以下に記載のとおりであります。

㈱雪国商事

㈲今町興産

㈱トータク

㈱雪国バイオフーズ

ユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカ

ユキグニマイタケマニュファクチャリングコーポレ

ーションオブアメリカ

青島東冷食品有限公司

長春雪国高榕生物技術有限公司

当連結会計年度より、関連会社であった長春雪国高

榕生物技術有限公司の出資持分の70％を取得したた

め、連結の範囲に含めております。なお、みなし取得

日を平成22年10月１日としているため、連結損益計算

書及び連結キャッシュ・フロー計算書には、同社の平

成22年10月１日から平成22年12月31日までを含んでお

ります。

また、連結子会社であった上海雪国高榕生物技術有

限公司の出資持分全部を譲渡したため、当連結会計年

度より連結の範囲から除外しております。なお、みな

し売却日を平成22年10月１日としているため、連結損

益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書には、同

社の平成22年１月１日から平成22年９月30日までを含

んでおります。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

㈱トミオカ

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

㈱トミオカ

連結の範囲から除いた理由

同左

２ 持分法の適用に関する事項

非連結子会社(㈱トミオカ)及び関連会社(上海高榕生

物科技有限公司・長春雪国高榕生物技術有限公司・成都

雪国高榕生物科技有限公司・㈱パワーステーション新

潟)については、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて持分法の対

象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため、これらの会

社に対する投資勘定については、持分法を適用せず原価

法により評価しております。

２ 持分法の適用に関する事項

非連結子会社(㈱トミオカ)及び関連会社(上海高榕生

物科技有限公司、成都雪国高榕生物科技有限公司、㈱パ

ワーステーション新潟)については、それぞれ当期純損

益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

からみて持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、これらの会社に対する投資勘定については、持分

法を適用せず原価法により評価しております。



前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちユキグニマイタケコーポレーション

オブアメリカ、ユキグニマイタケマニュファクチャリン

グコーポレーションオブアメリカ、上海雪国高榕生物技

術有限公司及び青島東冷食品有限公司の決算日は、12月

31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただし、連結決算日までの期

間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちユキグニマイタケコーポレーション

オブアメリカ、ユキグニマイタケマニュファクチャリン

グコーポレーションオブアメリカ、長春雪国高榕生物技

術有限公司及び青島東冷食品有限公司の決算日は、12月

31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただし、連結決算日までの期

間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっております。

時価のないもの

同左

② たな卸資産

商品・原材料・貯蔵品

主として移動平均法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

また、在外子会社１社は原材料については先入

先出法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

商品・原材料・貯蔵品

主として移動平均法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

また、在外子会社２社は原材料については先入

先出法による原価法を採用しております。

製品・半製品・仕掛品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

製品・半製品・仕掛品

同左

③ デリバティブ

時価法

③ デリバティブ

同左



前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）……定額法

ただし、当社及び国内子会社については、平成10

年３月31日以前に取得した建物（建物附属設備は除

く）と、それに対する資本的支出については、定率

法を採用しております。

その他……定率法

ただし、在外子会社１社につきましては、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物

７年～50年

機械装置及び運搬具

２年～13年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）……定額法 

ただし、当社及び国内子会社については、平成10

年３月31日以前に取得した建物（建物附属設備は除

く）と、それに対する資本的支出については、定率

法を採用しております。

その他……定率法

ただし、在外子会社３社につきましては、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物

７年～50年

機械装置及び運搬具

２年～13年 

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

ソフトウエア(自社利用)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

リース資産

同左

長期前払費用……均等償却 長期前払費用

同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債償還期間にわたる利息法

（会計方針の変更）

従来、支出時に「営業外費用」として全額費用処

理しておりましたが、資金調達の多様化に伴い、当

連結会計年度から社債発行による調達の頻度が高ま

るため、社債発行費の金額的重要性が増すことや、

社債発行時の初期費用に将来の支払利息を低減させ

る効果があることに鑑み、より適正な期間損益計算

を行うため、当連結会計年度より、社債の償還まで

の期間にわたり利息法による償却方法に変更してお

ります。

この変更により、従来の方法によった場合に比べ

「経常利益」及び「税金等調整前当期純利益」は、

それぞれ45百万円増加しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

同左

―――――



前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見込

額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

同左

③ 退職給付引当金

当社及び連結子会社のうち１社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認められる額を計

上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

また、当社の執行役員の退職慰労金の支払に備え

るため、執行役員退職慰労金規程（内規）に基づく

連結会計年度末要支給額を計上しております。

③ 退職給付引当金

同左

（会計方針の変更）

当連結会計年度より「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正(その３)」(企業会計基準第19号

平成20年７月31日)を適用しております。なお、こ

れによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益に与える影響はありません。

―――――

④ 役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社のうち１社は、役員の退職慰

労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程(内

規)に基づく期末要支給額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

同左



前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プについては特例処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利スワップ取引、原油オプション取引

・ヘッジ対象

借入金及び社債の利息、燃料油購入価格

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利スワップ取引、原油オプション取引、通貨オ

プション取引

・ヘッジ対象

借入金及び社債の利息、燃料油購入価格、外貨建

予定取引

③ ヘッジ方針

将来の金利変動リスクを軽減することを目的とし

ております。

燃料油購入における価格変動リスクに備えること

を目的としております。

③ ヘッジ方針

将来の金利変動リスクを軽減することを目的とし

ております。

燃料油購入における価格変動リスクに備えること

を目的としております。

外貨建取引における将来の為替相場変動リスクを

一定の範囲内に軽減することを目的としておりま

す。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

――――― (6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３カ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３カ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

―――――



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

───── (資産除去債務に関する会計基準の適用)

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益が

それぞれ３百万円減少し、税金等調整前当期純利益が32百

万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は22百万円であります。

(企業結合に関する会計基準等の適用)

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年

12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しておりま

す。

表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

───── (連結貸借対照表)

１．前連結会計年度において、有形固定資産の「その

他」に含めて表示しておりました「工具、器具及び備

品」（前連結会計年度409百万円）は、総資産額の100

分の５を超えることとなったため、当連結会計年度に

おいては区分掲記しております。

２．前連結会計年度において、有形固定資産の「その

他」に含めて表示しておりました「リース資産」（前

連結会計年度555百万円）は、重要性が高まったた

め、当連結会計年度においては区分掲記しておりま

す。

３．前連結会計年度において、流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払金」（前連結会計年

度1,448百万円）は、負債純資産合計額の100分の５を

超えることとなったため、当連結会計年度においては

区分掲記しております。

４．前連結会計年度において、固定負債の「その他」に

含めて表示しておりました「リース債務」（前連結会

計年度463百万円）は、重要性が高まったため、当連

結会計年度においては区分掲記しております。

(連結損益計算書)

１．前連結会計年度において、営業外収益の「雑収入」

に含めて表示しておりました「受取配当金」（前連結

会計年度１百万円）は、営業外収益の総額の100分の

10を超えることとなったため、当連結会計年度より区

分掲記しております。

２．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に

基づき、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令

（平成21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、

「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示して

おります。



連結財務諸表に関する注記事項のうち、以下のものについては、決算短信における開示の必要性が大きくないと

考えられるため、開示を省略しております。

・連結貸借対照表関係

・連結損益計算書関係

・連結株主資本等変動計算書関係

・連結キャッシュ・フロー計算書関係

・リース取引

・税効果会計

・金融商品

・有価証券

・デリバティブ取引

・退職給付

・ストック・オプション等

・企業結合等

・賃貸等不動産関係

追加情報

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

───── 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。

（７）連結財務諸表に関する注記事項



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

事業の種類として「食品事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、全セグメントの売上高の合計、

営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「食品事業」の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦事業の割合がいずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

（セグメント情報等）

（事業の種類別セグメント情報）

（所在地別セグメント情報）

（海外売上高）



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品・サービスについて、それぞれ国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開して

いる「茸」「もやし・カット野菜」の２つを報告セグメントとしております。

「茸」は、まいたけ、えりんぎ、ぶなしめじ等、茸製品の製造販売をしております。「もやし・カット野

菜」は、もやし、カット野菜の製造販売をしております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

（注） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他食品及び石油類販売等の事業

を含んでおります。

（セグメント情報）

（単位：百万円）

報告セグメント

その他（注） 合計
茸

もやし・
カット野菜

計

売上高

外部顧客への売上高 22,165 1,819 23,984 2,155 26,140

セグメント間の内部売上高又は

振替高
19 0 19 1,145 1,164

計 22,184 1,819 24,003 3,300 27,304

セグメント利益 3,696 △210 3,485 180 3,666

セグメント資産 21,241 5,336 26,577 6,661 33,239

セグメント負債 2,676 1,257 3,934 21,831 25,765

その他の項目

減価償却費 1,111 136 1,248 41 1,289

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
498 587 1,086 74 1,160



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

（注） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他食品及び石油類販売等の事業

を含んでおります。

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（再調整に関する事項）

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（単位：百万円）

報告セグメント

その他（注） 合計
茸

もやし・
カット野菜

計

売上高

外部顧客への売上高 21,344 3,158 24,503 2,017 26,520

セグメント間の内部売上高又は

振替高
23 13 36 1,514 1,551

計 21,367 3,172 24,539 3,532 28,072

セグメント利益 2,419 149 2,568 139 2,707

セグメント資産 26,058 5,911 31,970 7,190 39,160

セグメント負債 4,894 1,849 6,743 25,335 32,078

その他の項目

減価償却費 1,413 229 1,642 39 1,682

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
3,404 563 3,968 64 4,032

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 24,003 24,539

「その他」の区分の売上高 3,300 3,532

セグメント間取引消去 △1,164 △1,551

連結財務諸表の売上高 26,140 26,520

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,485 2,568

「その他」の区分の利益 180 139

全社費用（注） △973 △1,161

その他の調整額 6 △57

連結財務諸表の営業利益 2,699 1,488



（注） 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社建物等の設備投資額であります。

（追加情報）

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用し

ております。

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 26,577 31,970

「その他」の区分の資産 6,661 7,190

連結財務諸表の資産合計 33,239 39,160

（単位：百万円）

負債 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,934 6,743

「その他」の区分の負債 21,831 25,335

連結財務諸表の負債合計 25,765 32,078

（単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 1,248 1,642 41 39 69 70 1,359 1,752

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,086 3,968 74 64 70 99 1,231 4,131



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

（関連当事者情報）



(注)１ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

(注)２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（１株当たり情報）

前連結会計年度

（自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 193円68銭 １株当たり純資産額 189円03銭

１株当たり当期純利益金額 32円20銭 １株当たり当期純利益金額 19円11銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
32円04銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
19円00銭

当社は、平成21年４月１日付で株式１株につき1.2株の

株式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 156円25銭

１株当たり当期純利益金額 3円98銭

前連結会計年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益                                    (百万円) 1,143 700

 普通株主に帰属しない金額                      (百万円) － －

 普通株式に係る当期純利益                      (百万円) 1,143 700

 普通株式の期中平均株式数                      (千株) 35,525 36,653

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額                              (百万円) － －

 普通株式増加数                                (千株) 174 216

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ 新株予約権１種類（新株

予約権の数4,295個）。

種類 普通株式

前連結会計年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

純資産の部の合計額                              (百万円) 7,474 7,081

純資産の部の合計額から控除する金額              (百万円) 223 239

（うち新株予約権） ( )34 ( )59

（うち少数株主持分） ( )188 ( )179

普通株式に係る期末の純資産額                    (百万円) 7,250 6,842

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数                                    (千株)
37,435 36,198



（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

(1）ぶなしめじ製造設備投資

平成22年５月10日開催の取締役会において、ぶなしめ

じの増産を目的とした設備投資を行うことを決議いたし

ました。

―――――

①設備投資の理由

ぶなしめじの市場が拡大していることを背景に、生産

能力の拡大及び生産効率の向上を目的としております。

②設備投資の内容

イ．設備の概要

第５バイオセンター及び五泉バイオセンターぶな

しめじ生産用機械設備の更新

ロ．増加生産量

現在14,000t／年の生産能力を31,000t／年に拡大

ハ．設備投資額

億円45

③設備の導入時期

五泉バイオセンター：増産設備での収穫開始時期

平成22年９月

第５バイオセンター：増産設備での収穫開始時期

平成23年１月

④営業・生産活動に及ぼす影響

平成23年３月期におけるぶなしめじ事業の売上高は15

億円程度の増収を見込んでおりますが、増産初年度は投

資コストの負担や生産ラインの切り替えのロス等から利

益面への影響は軽微であります。

平成24年３月期以降は、ぶなしめじ事業の売上高は倍

増となり、製造原価は約30％程度の引き下げを見込んで

おります。

(2）自己株式取得

平成22年５月10日開催の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びそ

の具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得を

以下のとおり実施いたしました。

①自己株式取得に関する取締役会の決議内容

イ．取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂

行を可能とするため

ロ．取得する株式の種類

当社普通株式

ハ．取得する株式の総数

1,200,000株（上限）

ニ．取得する期間

平成22年５月11日～平成22年６月30日

ホ．取得価額の総額

700百万円（上限）

ヘ．取得の方法

東京証券取引所における市場買付

②その他

平成22年６月23日現在、上記市場買付による取得は、

当社普通株式1,126,500株（取得価額598百万円）であり

ます。



５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

（単位：百万円）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,332 1,970

受取手形 13 14

売掛金 1,429 1,436

商品及び製品 976 1,122

仕掛品 1,413 2,414

原材料及び貯蔵品 431 506

前払費用 271 275

繰延税金資産 276 316

未収入金 203 264

その他 20 9

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 6,368 8,331

固定資産

有形固定資産

建物 23,505 23,687

減価償却累計額 △12,636 △13,219

建物（純額） 10,869 10,467

構築物 1,853 2,057

減価償却累計額 △1,476 △1,550

構築物（純額） 377 507

機械及び装置 3,454 4,717

減価償却累計額 △2,517 △2,941

機械及び装置（純額） 936 1,775

車両運搬具 88 103

減価償却累計額 △81 △86

車両運搬具（純額） 6 16

工具、器具及び備品 1,416 3,216

減価償却累計額 △1,083 △1,282

工具、器具及び備品（純額） 332 1,933

土地 7,031 7,066

リース資産 652 989

減価償却累計額 △118 △255

リース資産（純額） 533 733

建設仮勘定 64 1,075

有形固定資産合計 20,152 23,576

無形固定資産

特許権 6 11

商標権 8 13



（単位：百万円）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

ソフトウエア 40 50

その他 43 51

無形固定資産合計 98 127

投資その他の資産

投資有価証券 260 202

関係会社株式 1,742 1,742

出資金 9 9

関係会社出資金 688 1,169

関係会社長期貸付金 1,249 965

破産更生債権等 0 0

長期前払費用 109 197

繰延税金資産 423 386

生命保険積立金 331 353

長期未収入金 141 50

その他 143 189

貸倒引当金 △59 △54

投資その他の資産合計 5,042 5,213

固定資産合計 25,293 28,917

繰延資産

社債発行費 44 52

繰延資産合計 44 52

資産合計 31,706 37,302

負債の部

流動負債

買掛金 354 693

短期借入金 3,075 3,000

１年内返済予定の長期借入金 4,124 4,284

１年内償還予定の社債 1,251 1,195

リース債務 106 167

未払金 1,336 2,032

未払費用 13 10

未払法人税等 841 187

未払消費税等 200 1

預り金 40 13

賞与引当金 206 232

設備関係支払手形 － 1,912

その他 162 1

流動負債合計 11,712 13,732

固定負債

社債 2,951 3,155



（単位：百万円）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

長期借入金 7,113 11,300

リース債務 445 530

退職給付引当金 65 56

役員退職慰労引当金 430 429

資産除去債務 － 11

長期未払金 467 320

その他 57 58

固定負債合計 11,530 15,863

負債合計 23,242 29,595

純資産の部

株主資本

資本金 1,605 1,605

資本剰余金

資本準備金 2,262 2,262

資本剰余金合計 2,262 2,262

利益剰余金

利益準備金 230 230

その他利益剰余金

特別償却準備金 6 －

別途積立金 3,920 4,520

繰越利益剰余金 1,045 352

利益剰余金合計 5,202 5,102

自己株式 △616 △1,321

株主資本合計 8,453 7,648

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7 △16

繰延ヘッジ損益 △16 14

評価・換算差額等合計 △23 △1

新株予約権 34 59

純資産合計 8,464 7,706

負債純資産合計 31,706 37,302



（２）損益計算書

（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

売上高

商品売上高 2,767 2,628

製品売上高 21,634 22,040

売上高合計 24,402 24,668

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 215 216

当期商品仕入高 2,448 2,465

合計 2,663 2,681

商品期末たな卸高 216 290

商品売上原価 2,447 2,391

製品売上原価

製品期首たな卸高 393 472

当期製品製造原価 13,159 14,398

合計 13,552 14,870

他勘定振替高 24 46

製品期末たな卸高 472 506

製品売上原価 13,055 14,317

売上原価合計 15,503 16,708

売上総利益 8,899 7,960

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 790 816

運賃 1,840 1,960

販売手数料 1,274 1,260

貸倒引当金繰入額 9 －

貸倒損失 0 －

報酬及び給料手当 1,273 1,590

賞与引当金繰入額 42 35

役員退職慰労引当金繰入額 4 46

減価償却費 199 209

支払手数料 308 229

車両費 32 31

租税公課 35 38

旅費及び交通費 84 103

法定福利及び厚生費 159 210

地代家賃 171 152

雑費 492 565

販売費及び一般管理費合計 6,719 7,251

営業利益 2,179 708



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

営業外収益

受取利息 23 26

受取配当金 174 219

固定資産賃貸料 51 86

雑収入 32 32

営業外収益合計 281 365

営業外費用

支払利息 513 451

社債発行費償却 3 25

固定資産賃貸費用 19 21

投資事業組合運用損 107 46

シンジケートローン手数料 94 112

雑損失 45 114

営業外費用合計 784 770

経常利益 1,676 303

特別利益

固定資産売却益 － 11

関係会社出資金売却益 － 180

受取補償金 1 －

新株予約権戻入益 14 2

貸倒引当金戻入額 － 4

特別利益合計 15 199

特別損失

固定資産売却損 － 4

固定資産除却損 44 3

投資有価証券評価損 3 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 20

特別損失合計 48 29

税引前当期純利益 1,643 473

法人税、住民税及び事業税 832 176

法人税等調整額 △192 △22

法人税等合計 640 154

当期純利益 1,002 319



（３）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

株主資本

資本金

前期末残高 1,605 1,605

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,605 1,605

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

資本剰余金合計

前期末残高 2,262 2,262

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,262 2,262

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 230 230

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 230 230

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 17 6

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △10 △6

当期変動額合計 △10 △6

当期末残高 6 －

別途積立金

前期末残高 4,020 3,920

当期変動額

別途積立金の積立 － 600

別途積立金の取崩 △100 －

当期変動額合計 △100 600

当期末残高 3,920 4,520

繰越利益剰余金

前期末残高 245 1,045



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

当期変動額

特別償却準備金の取崩 10 6

別途積立金の積立 － △600

別途積立金の取崩 100 －

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,002 319

自己株式の処分 △15 △45

当期変動額合計 799 △693

当期末残高 1,045 352

利益剰余金合計

前期末残高 4,513 5,202

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,002 319

自己株式の処分 △15 △45

当期変動額合計 689 △100

当期末残高 5,202 5,102

自己株式

前期末残高 △1,365 △616

当期変動額

自己株式の処分 1,013 292

自己株式の取得 △264 △997

当期変動額合計 749 △704

当期末残高 △616 △1,321

株主資本合計

前期末残高 7,015 8,453

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,002 319

自己株式の処分 997 247

自己株式の取得 △264 △997

当期変動額合計 1,438 △804

当期末残高 8,453 7,648



（単位：百万円）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 16 △7

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △24 △8

当期変動額合計 △24 △8

当期末残高 △7 △16

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △18 △16

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 30

当期変動額合計 2 30

当期末残高 △16 14

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1 △23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21 21

当期変動額合計 △21 21

当期末残高 △23 △1

新株予約権

前期末残高 38 34

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 25

当期変動額合計 △3 25

当期末残高 34 59

純資産合計

前期末残高 7,051 8,464

当期変動額

剰余金の配当 △297 △374

当期純利益 1,002 319

自己株式の処分 997 247

自己株式の取得 △264 △997

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △25 47

当期変動額合計 1,412 △757

当期末残高 8,464 7,706



該当事項はありません。

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針の変更

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

───── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益がそれ

ぞれ１百万円減少し、税引前当期純利益が22百万円減少し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は11百万円であります。

（企業結合に関する会計基準等の適用）

当事業年度より「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号 平成20年12月26日）、「財務諸表に関する

会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号 平成20年12月26日）を適用しております。

表示方法の変更

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

───── （貸借対照表）

前事業年度において、流動負債の「その他」に含めて表

示しておりました「設備関係支払手形」（前事業年度161

百万円）は、負債純資産合計の100分の１を超えることと

なったため、当事業年度においては区分掲記しておりま

す。



（注）１ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

（注）２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（６）個別財務諸表に関する注記事項

（１株当たり情報）

前事業年度

（自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日）

当事業年度

（自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 225円17銭 １株当たり純資産額 211円24銭

１株当たり当期純利益金額 28円23銭 １株当たり当期純利益金額 8円71銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
28円09銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
8円66銭

当社は、平成21年４月１日付で株式１株につき1.2株の

株式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

１株当たり純資産額 196円16銭

１株当たり当期純利益金額 5円56銭

前事業年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

当事業年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益      (百万円) 1,002 319

 普通株主に帰属しない金額                      (百万円) － －

 普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,002 319

 普通株式の期中平均株式数                      (千株) 35,525 36,653

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額                              (百万円) － －

 普通株式増加数                                (千株) 174 216

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ 新株予約権１種類（新株

予約権の数4,295個）。

種類 普通株式 

前事業年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日) 

当事業年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日) 

純資産の部の合計額                              (百万円) 8,464 7,706

純資産の部の合計額から控除する金額              (百万円) 34 59

（うち新株予約権） ( )34 ( )59

普通株式に係る期末の純資産額                    (百万円) 8,429 7,646

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数                                    (千株)
37,435 36,198



（重要な後発事象）

前事業年度
（自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日）

当事業年度
（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日）

(1）ぶなしめじ製造設備投資

平成22年５月10日開催の取締役会において、ぶなしめ

じの増産を目的とした設備投資を行うことを決議いたし

ました。

―――――

①設備投資の理由

ぶなしめじの市場が拡大していることを背景に、生産

能力の拡大及び生産効率の向上を目的としております。

②設備投資の内容

イ．設備の概要

第５バイオセンター及び五泉バイオセンターぶな

しめじ生産用機械設備の更新

ロ．増加生産量

現在14,000t／年の生産能力を31,000t／年に拡大

ハ．設備投資額

億円45

③設備の導入時期

五泉バイオセンター：増産設備での収穫開始時期

平成22年９月

第５バイオセンター：増産設備での収穫開始時期

平成23年１月

④営業・生産活動に及ぼす影響

平成23年３月期におけるぶなしめじ事業の売上高は15

億円程度の増収を見込んでおりますが、増産初年度は投

資コストの負担や生産ラインの切り替えのロス等から利

益面への影響は軽微であります。

平成24年３月期以降は、ぶなしめじ事業の売上高は倍

増となり、製造原価は約30％程度の引き下げを見込んで

おります。

(2）自己株式取得

平成22年５月10日開催の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びそ

の具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得を

以下のとおり実施いたしました。

①自己株式取得に関する取締役会の決議内容

イ．取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂

行を可能とするため

ロ．取得する株式の種類

当社普通株式

ハ．取得する株式の総数

1,200,000株（上限）

ニ．取得する期間

平成22年５月11日～平成22年６月30日

ホ．取得価額の総額

700百万円（上限）

ヘ．取得の方法

東京証券取引所における市場買付

②その他

平成22年６月23日現在、上記市場買付による取得は、

当社普通株式1,126,500株（取得価額598百万円）であり

ます。



（１）役員の異動

該当事項はありません。

（２）その他

該当事項はありません。

６．その他
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